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第一 準備金等関係

一 海外投資等損失準備金

１ 改正前の制度の概要

この制度は、青色申告書を提出する内国法人が、

昭和48年４月１日から平成18年３月31日までの期

間（指定期間）内において、次の表に掲げる特定

法人の特定株式等（株式、出資及び一定の貸付金

又は社債）を取得し、かつ、これをその取得の日

を含む事業年度終了の日まで引き続き有している
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場合において、その特定株式等の価格の低落又は

貸倒れによる損失に備えるため、その取得価額に

それぞれ次の表に定める割合を乗じて計算した金

額以下の金額を各特定法人別及びそれぞれの特定

株式等の種類別に海外投資等損失準備金として積

み立てたときは、その積立額の損金算入ができる

というものです（措法55①）。

特定法人 特定株式等 割 合

⑴ 資源開発事業法人 新増資資源株式等又は購入資源株式等 30％

⑵ 資源開発投資法人 新増資資源株式等 30％

⑶ 資源探鉱事業法人 新増資資源株式等又は購入資源株式等 100％

⑷ 資源探鉱投資法人 新増資資源株式等 100％

この準備金は、積立て後５年間据え置いた後、

５年間で均等額を取り崩して益金の額に算入する

こととされています（措法55③）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の43）。

２ 改正の内容

準備金の益金算入規定に、適格現物出資により

外国法人である被現物出資法人に特定法人の株式

等又は資源特定債権の全部又は一部を移転した場

合が追加されました（措法55④三、措令32の２

）。

ただし、その外国法人である被現物出資法人が

資源開発投資法人に該当するときは、その特定法

人に係る海外投資等損失準備金の金額は、その資

源開発投資法人に係る海外投資等損失準備金の金

額とみなすこととされています（措法55 、措令

32の２ ）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

改正が行われています（措法68の43④三 、措令

39の72⑨ ）。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人が平成17年４月１日以後

に適格現物出資により外国法人である被現物出資

法人に移転する特定法人の株式（出資を含みま

す。）又は債権について適用することとされてい

ます（改正法附則34①、改正措令附則19①）。連

結納税制度の場合についても同様です（改正法附

則48①、改正措令附則29①）。

二 特定都市鉄道整備準備金

１ 改正前の制度の概要

この制度は、青色申告書を提出する法人で特定

都市鉄道整備促進特別措置法の認定事業者である

ものが、適用事業年度（同法の認定（平成17年９

月30日までに受けたものに限ります。）に係る特

定都市鉄道整備事業計画（以下「整備事業計画」

といいます。）に記載された同法第３条第１項第

２号に規定する期間内の日を含む事業年度）にお

いて、整備事業計画に定められた大都市及びその

周辺地域における複々線化工事又は大規模な改良

工事の費用に充てるため、積立限度額以下の金額

を準備金として積み立てたときは、その積立額の

損金算入ができるというものです（措法56①）。

(注) 積立限度額とは、次の⑴又は⑵の金額のうち

いずれか低い金額をいいます。

⑴ 指定法人に積み立てられる金額のうち当期

の旅客運送収入に対応する額

⑵ 工事費総額×
４
10
(累積限度額)－前事業年度

等から繰り越された準備金の額

この準備金は、整備事業計画の期間の末日又は

特定都市鉄道工事の施行に伴い取得等をした施設

を事業の用に供した日のいずれか早い日を含む事

業年度の翌事業年度から、10年間で均等額を益金
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の額に算入することとされています（措法56④）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の47）。

２ 改正の内容

本制度は、整備事業計画の認定期限（平成17年

９月30日）の到来をもって廃止されます（旧措法

56、68の47）。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人の平成17年10月１日前に

認定を受けた整備事業計画に係る特定都市鉄道整

備準備金については、従来どおり適用できること

とされるとともに、法人の同日前に開始した各事

業年度において所得の金額の計算上損金の額に算

入された特定都市鉄道整備準備金の金額について

は、改正前の規定により従来と同様の益金算入を

行うこと等とされています（改正法附則34②、改

正措令附則19②③）。連結納税制度の場合につい

ても同様です（改正法附則48②、改正措令附則29

②）。

三 日本国際博覧会出展準備金

１ 改正前の制度の概要

この制度は、国際博覧会に関する条約の適用を

受けて開催される2005年日本国際博覧会を主催す

る団体等との間にその博覧会への出展参加契約を

締結した青色申告書を提出する法人が、平成14年

７月１日から平成17年３月24日までの期間内の日

を含む各事業年度（以下「適用年度」といいま

す。）において、その出展により生ずる費用又は

損失（以下「出展費用等」といいます。）の支出

又は補てんに備えるため、積立限度額以下の金額

を積み立てたときは、その積立額の損金算入がで

きるというものです（措法57の２①）。

(注) 積立限度額とは、次の計算により算出された

金額をいいます。

出展参加契約に基づいて定められ
る敷地面積に応じ１㎡当たり54万
円として計算した金額に相当する
金額のうちその出展をする法人に
係るもの

×

適用年度
の月数

33

この準備金は、出展費用等の額でその適用年度

の所得の金額の計算上損金の額に算入される金額

がある場合には、その金額に相当する金額をその

適用年度の所得の金額の計算上益金の額に算入す

ることとされています（措法57の２②）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の52）。

２ 改正の内容

本制度は、適用期限（平成17年３月24日）の到

来をもって廃止されました（旧措法57の２、68の

52）。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人の平成18年３月24日を含

む事業年度以前の事業年度の所得の金額の計算に

ついては、従来どおり適用できることとされまし

た（改正法附則34③、改正措令附則19④）。連結

納税制度の場合についても同様です（改正法附則

48③、改正措令附則29③）。

四 使用済核燃料再処理準備金（使用済燃料再処理準備金に改組）

１ 改正前の制度の概要

この制度は、青色申告法人で電気事業を営むも

のが、原子力発電用原子炉に燃料として使用した

核燃料物質の再処理に要する費用の支出に充てる

ため、特定原子力発電施設ごとに、次の積立限度
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額以下の金額を使用済核燃料再処理準備金として

積み立てたときは、その積立額の損金算入ができ

るというものです（措法57の３①）。

(注) 積立限度額とは、次の⑴又は⑵の金額のうち

いずれか少ない金額とされています。

⑴
当期末
の使用
済燃料
の再処
理費の
総額

－

当期末の使
用済燃料の
再処理に伴
い回収され
る有用物質
の価額の合
計額

⎭――― ――⎬― ――――⎫
Ａ

－

当期末
の使用
済燃料
の再処
理費の
総額

－

前期末の使
用済燃料の
再処理に伴
い回収され
る有用物質
の価額の合
計額

⑵ Ａ×60％－（前事業年度等から繰り越された

使用済核燃料再処理準備金の金額)

この準備金は、使用済核燃料について生じた再

処理費の額でその事業年度の所得金額の計算上損

金の額に算入される金額がある場合には、その再

処理費の額に対応する部分の金額を益金の額に算

入することとされています（措法57の３②）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の53）。

２ 改正の趣旨

わが国においては、供給安定性や環境適合性に

優れている原子力発電が基幹電源と位置づけられ

ており、これを的確に推進していくに当たり、原

子力発電の運転に伴って生じる使用済燃料を再処

理し、有用物質を回収して再び燃料として利用す

る核燃料サイクルを推進することが基本的考え方

とされています。この核燃料サイクルの根幹をな

す再処理等の事業については、極めて長い時間を

要すること等から、その事業に要する費用は確実

に確保していくことが必要とされています。

このような考え方に基づき、使用済燃料の再処

理等を適正に実施するため、発電用原子炉を設置

している者に対して、毎年度、一定の金銭を使用

済燃料再処理等積立金として資金管理法人に積み

立てることを義務づけること等を内容とする「原

子力発電における使用済燃料の再処理等のための

積立金の積立て及び管理に関する法律（平成17年

法律第48号）」がこの通常国会において成立しま

した。

税制においては、従来より使用済燃料の再処理

に対応するため、使用済核燃料再処理準備金制度

が設けられていたところでありますが、この使用

済核燃料再処理準備金制度について、通常国会に

おいて成立した原子力発電における使用済燃料の

再処理等のための積立金の積立て及び管理に関す

る法律に基づく外部積立て方式の使用済燃料再処

理等積立金制度に対応する準備金制度に改組する

こととされました。

３ 改正の内容

本制度は次のとおり使用済燃料再処理準備金と

して改組されました（新措法57の３）。なお、連

結納税制度の場合についても、同様の改正が行わ

れています（新措法68の53）。

⑴ 制度の概要

青色申告書を提出する特定実用発電用原子炉設

置者等であるものが、各事業年度において、原子

力発電における使用済燃料の再処理等のための積

立金の積立て及び管理に関する法律の使用済燃料

の再処理等に要する費用の支出に充てるため、同

法の規定により資金管理法人に使用済燃料再処理

等積立金として積み立てた金額に相当する金額以

下の金額を使用済燃料再処理準備金として積み立

てたときは、当該積み立てた金額は、当該積立て

をした事業年度の所得の金額の計算上、損金の額

に算入するというものです（措法57の３①）。

(参考) 原子力発電における使用済燃料の再処理等

のための積立金の積立て及び管理に関する法

律の関係条文

(目的）

第１条 この法律は、原子力発電における使

用済燃料の再処理等を適正に実施するため、

使用済燃料再処理等積立金の積立て及び管

理のために必要な措置を講ずることにより、

発電に関する原子力に係る環境の整備を図

り、もって国民経済の健全な発展と国民生

活の安定に寄与することを目的とする。
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(定義）

第２条 この法律において「使用済燃料」と

は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律（昭和32年法律第166号。

以下「原子炉等規制法」という。）第23条第

１項第１号に規定する実用発電用原子炉に

おいて燃料として使用した核燃料物質（原

子力基本法（昭和30年法律第186号）第３条

第２号に規定する核燃料物質をいう。以下

同じ。）をいう。

２ この法律において「再処理」とは、使用

済燃料から核燃料物質その他の有用物質を

分離するために、使用済燃料を化学的方法

により処理することをいう。

３ この法律において「分離有用物質」とは、

再処理に伴い使用済燃料から分離された核

燃料物質その他の有用物質をいう。

４ この法律において「再処理等」とは、次

に掲げるものをいう。

一 再処理

二 次に掲げるものの処理、管理及び処分

（特定放射性廃棄物の最終処分に関する

法律（平成12年法律第117号）第２条第２

項に規定する最終処分を除く。）

イ 再処理に伴い使用済燃料から分離有

用物質を分離した後に残存する物（以

下「残存物」という。）

ロ 再処理に伴い使用済燃料、分離有用

物質又は残存物によって汚染された物

三 再処理施設（原子炉等規制法第44条第

２項第２号に規定する再処理施設をいう。

以下同じ。）の解体

四 前３号に掲げるもののほか、分離有用

物質の貯蔵（再処理施設において行うも

のに限る。）その他の政令で定める行為

５ この法律において「特定実用発電用原子

炉」とは、原子炉等規制法第23条第２項第

８号に掲げる処分の方法として再処理する

旨を記載して同条第１項の許可を受けた実

用発電用原子炉をいう。

６ この法律において「特定実用発電用原子

炉設置者」とは、特定実用発電用原子炉を

設置している者をいう。

(使用済燃料再処理等積立金）

第３条 特定実用発電用原子炉設置者は、特

定実用発電用原子炉の運転に伴って生ずる

使用済燃料の再処理等を適正に実施するた

め、毎年度、経済産業省令で定めるところ

により、経済産業大臣が第４項の規定によ

り通知する額（第５項の変更の通知があっ

た場合は、その変更後の額）の金銭を使用

済燃料再処理等積立金として積み立てなけ

ればならない。

２ 使用済燃料再処理等積立金の積立ては、

経済産業省令で定めるところにより、第10

条第１項に規定する資金管理法人（次項及

び第６条において単に「資金管理法人」と

いう。）にしなければならない。

３ 使用済燃料再処理等積立金は、資金管理

法人が管理する。

４ 使用済燃料再処理等積立金の額は、特定

実用発電用原子炉の運転に伴う使用済燃料

の発生の状況、再処理施設の再処理能力及

び稼働状況（分離有用物質の発生の状況を

含む。）、再処理等に要する費用その他の事

項を基礎とし、経済産業省令で定める基準

に従い、特定実用発電用原子炉設置者ごと

に経済産業大臣が算定して通知する額とす

る。

５ 経済産業大臣は、使用済燃料の発生の状

況の著しい変化その他著しい事情の変更が

あると認めるときは、前項の額の変更を通

知することができる。

６ 経済産業大臣は、第４項の規定により通

知する場合において必要があると認めると

きは、併せて、特定実用発電用原子炉設置

者であった者に対して、その者が現に積み

立てている使用済燃料再処理等積立金の額、

再処理等に要する費用その他の事情を勘案

して、使用済燃料再処理等積立金として追
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加して積み立てるべき金額を通知すること

ができる。

７ 前項の規定による通知を受けた者は、経

済産業省令で定めるところにより、その通

知された額の金銭を使用済燃料再処理等積

立金として積み立てなければならない。

(取戻し）

第７条 特定実用発電用原子炉設置者等（特

定実用発電用原子炉設置者及び特定実用発

電用原子炉設置者であった者をいう。以下

同じ。）は、再処理等の実施に要する費用に

充てる場合その他使用済燃料再処理等積立

金を積み立てておく必要がないものとして

経済産業省令で定める場合には、経済産業

省令で定めるところにより、次項の規定に

より承認を受けた計画に従って使用済燃料

再処理等積立金を取り戻すことができる。

２ 特定実用発電用原子炉設置者等は、使用

済燃料再処理等積立金を取り戻そうとする

ときは、毎年度、経済産業省令で定めると

ころにより、使用済燃料再処理等積立金の

取戻しに関する計画を作成し、経済産業大

臣の承認を受けなければならない。これを

変更しようとするときも、同様とする。

(承継）

第８条 特定実用発電用原子炉設置者等につ

いて相続又は合併があったときは、当該特

定実用発電用原子炉設置者等が積み立てた

使用済燃料再処理等積立金は、当該特定実

用発電用原子炉設置者等の相続人又は合併

後存続する法人若しくは合併により設立さ

れた法人が積み立てたものとみなす。

２ 特定実用発電用原子炉設置者から他の特

定実用発電用原子炉設置者に対する使用済

燃料の譲渡があったときは、当該特定実用

発電用原子炉設置者が積み立てた当該使用

済燃料に係る使用済燃料再処理等積立金は、

当該他の特定実用発電用原子炉設置者が積

み立てたものとみなす。

３ 前項の規定は、特定実用発電用原子炉設

置者であった者から特定実用発電用原子炉

設置者に対する使用済燃料の譲渡があった

場合に準用する。

⑵ 適用対象法人

適用対象法人は、青色申告書を提出する法人で

原子力発電における使用済燃料の再処理等のため

の積立金の積立て及び管理に関する法律第７条第

１項に規定する特定実用発電用原子炉設置者等で

あるものです（措法57の３①）。

⑶ 適用対象期間

適用対象期間は、制度の性格に鑑み、特に期限

は定められていませんが、解散の日を含む事業年

度及び清算中の各事業年度並びに被合併法人の合

併（適格合併を除きます。）の日の前日を含む事

業年度を除くこととされています（措法57の３

①）。

⑷ 積立限度額

積立限度額は、原子力発電における使用済燃料

の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関

する法律第３条第１項、第２項及び第７項の規定

により同条第２項に規定する資金管理法人に使用

済燃料再処理等積立金として積み立てた金額とさ

れています。すなわち、新法の制定により再処理

等に要する費用が外部法人に積立てられることと

されるため、この外部法人に積み立てた金額を限

度額として規定しています（措法57の３①）。

⑸ 損金経理要件

この準備金は、上記⑷の積立限度額以下の金額

を損金経理の方法により積み立てることとされて

いますが、他の準備金制度と同様に、確定した決

算において利益又は剰余金の処分により積立金と

して積み立てる方法によることも認められていま

す。

⑹ 申告要件

この準備金制度の適用を受けようとする事業年
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度の確定申告書等には、使用済燃料再処理準備金

として積み立てた金額の損金算入に関する申告の

記載を行い、かつ、その確定申告書等にその積み

立てた金額の計算に関する明細書を添付する必要

があります（措法57の３⑥）。

⑺ 準備金の取崩し（益金算入）等

① 目的取崩し

原子力発電における使用済燃料の再処理等の

ための積立金の積立て及び管理に関する法律の

使用済燃料再処理等積立金を積み立てている法

人が、使用済燃料について生じた再処理等に要

する費用の額がある場合には、同法第７条第１

項の規定により経済産業大臣の承認を受けた取

戻しに関する計画に従って使用済燃料再処理等

積立金の取戻しをすることとされています。本

準備金制度においても、使用済燃料再処理準備

金を積み立てている法人が外部積立をしている

使用済燃料再処理等積立金を取り戻した場合に

は、これに併せて、その取戻しをした日におけ

る使用済燃料再処理準備金の金額のうちその取

戻しをした使用済燃料再処理等積立金の額に相

当する金額を、その取戻しをした日を含む事業

年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入す

ることとされています（措法57の３②）。

② 目的外取崩し等

使用済燃料再処理準備金を積み立てている法

人が次のイからニまでの場合に該当することと

なった場合には、それぞれイからニまでの金額

に相当する金額は、その該当することとなった

日を含む事業年度（ロⅰの場合には、合併の日

の前日を含む事業年度）の所得の金額の計算上、

益金の額に算入することとされています（措法

57の３③）。

イ 上記①の取戻しをした場合以外の場合にお

いて、原子力発電における使用済燃料の再処

理等のための積立金の積立て及び管理に関す

る法律第７条第１項の規定により使用済燃料

再処理等積立金の全部又は一部の取戻しをし

た場合（措法57の３③一）

その取戻しをした日における使用済燃料再

処理準備金の金額のうちその取戻しをした使

用済燃料再処理等積立金の額に相当する金額

ロ 原子力発電における使用済燃料の再処理等

のための積立金の積立て及び管理に関する法

律第８条の規定により使用済燃料再処理等積

立金の全部又は一部を有しないこととなった

場合（措法57の３③二）

ⅰ 非適格合併により合併法人に使用済燃料

に係る使用済燃料再処理等積立金を移転し

たことにより当該使用済燃料再処理等積立

金を有しないこととなった場合

その非適格合併の直前における使用済燃

料再処理準備金の金額

ⅱ ⅰ以外の場合

その有しないこととなった日における使

用済燃料再処理準備金の金額のうちその有

しないこととなった使用済燃料再処理等積

立金の額に相当する金額

ハ 解散した場合（合併により解散した場合を

除きます。）（措法57の３③三）

その解散の日における使用済燃料再処理準

備金の金額

ニ 使用済燃料再処理準備金の金額を取り崩し

た場合

その取り崩した日における当該使用済燃料

再処理準備金の金額のうちその取り崩した金

額に相当する金額（措法57の３③四）

③ 青色申告の取消し等

使用済燃料再処理準備金を積み立てている法

人が青色申告書の提出の承認を取り消され、又

は青色申告書による申告をやめる旨の届出書の

提出をした場合には、その承認の取消しの基因

となった事実のあった日又はその届出書の提出

をした日における使用済燃料再処理準備金の金

額は、他の準備金制度と同様に、その日を含む

事業年度から当該事業年度開始の日以後２年を

経過した日の前日を含む事業年度まで の各事

業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入

することとされています（措法57の３④）。
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また、前期が連結事業年度で当期が連結事業

年度に該当しない事業年度である場合で、当該

事業年度の確定申告書等を青色申告書により提

出できる者でないときは、これも他の準備金制

度と同様に、その事業年度終了の日における使

用済燃料再処理準備金の金額は、益金の額に算

入することとされています（措法57の３⑤）。

⑻ 適格合併による引継ぎ

使用済燃料再処理準備金を積み立てている法人

が適格合併により合併法人に使用済燃料を移転し

た場合には、使用済燃料再処理準備金を合併法人

に引き継ぐこととされています（措法57の３⑦）。

⑼ 経過措置

新準備金制度に改組されたことに伴い、次の経

過措置が講じられています。

① 新準備金制度の施行時に有する使用済燃料再

処理準備金に対する経過措置

上記⑵の適用対象法人が、原子力発電におけ

る使用済燃料の再処理等のための積立金の積立

て及び管理に関する法律の施行の日以後15年以

内の日を含む各事業年度において、その施行の

日において有する使用済燃料の再処理等に要す

る費用の支出に充てるため、同法附則第３条第

１項、第３項及び第４項の規定により資金管理

法人に積み立てた金額で同条第２項の規定によ

り使用済燃料再処理等積立金とみなされた金額

（同条第３項の規定により分割して行われる積

立てに係る利息に相当する金額は除かれます。）

に相当する金額以下の金額を使用済燃料再処理

準備金として積み立てたときは、その積み立て

た金額は、損金の額に算入するというものです

（改正法附則34⑤）。この場合に積み立てられ

た使用済燃料再処理準備金の金額は、新租税特

別措置法第57条の３第１項の規定の使用済燃料

再処理準備金として積み立てた金額とみなされ、

取崩し等については、本則の準備金と同様に取

り扱われます（改正法附則34⑤）。

② 新準備金制度の施行時に有する旧使用済核燃

料再処理準備金の取崩しに関する経過措置

原子力発電における使用済燃料の再処理等の

ための積立金の積立て及び管理に関する法律の

施行の日において旧使用済核燃料再処理準備金

の残額がある場合には、その日を含む事業年度

開始の日から15年以内の各事業年度で、その残

額を均等に取り崩して益金算入することとされ

ています（改正法附則34⑥）。また、他の準備

金制度同様、その15年以内の期間で解散した場

合や青色申告の取消しをされた場合等において

は、それぞれ従来どおりの方法で益金算入する

こととされています（改正法附則34⑧～⑩）。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人が原子力発電における使

用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び

管理に関する法律の施行の日以後に終了する事業

年度について適用されます（改正法附則34④）。

連結納税制度の場合についても同様です（改正法

附則48④）。

五 保険会社等の異常危険準備金

１ 改正前の制度の概要

この制度は、損害保険会社又は損害共済事業を

行う特定の協同組合等で青色申告書を提出するも

のが、特定の保険又は共済に係る異常損害損失の

補てんに充てるため、保険又は共済の種類ごとに、

当期の正味収入保険料又は正味収入共済掛金に一

定の積立率を乗じて計算した金額以下の金額を異

常危険準備金として積み立てたときは、その積立

額の損金算入ができるというものです（措法57の

５①）。

この準備金は、異常災害損失が生じた場合、又

は積立後10年を経過した場合（期末残高が洗替保

証限度額以下である場合を除きます。）に取り崩
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して益金の額に算入することとされています（措

法57の５⑥⑦）。

積立率等は、下記の表に掲げるとおりです。

○ 異常危険準備金の積立率等

（％)

保 険 及 び 共 済 の 種 類 積 立 率
洗 替 保 証

限 度 率

異 常 災 害

損 失 率

船 舶 保 険、航 空 保 険 ３ ― 80保

険

火災・風水害・動産総合・建設

工事・賠償責任・積荷・運送保

険

（３）

２
30 50

農 家 火 災 共 済
（４）

２
35 50

火 災

共 済

火 災 共 済 協 同 組 合

等 の 共 済

（５）

2.5

（75）

60

（90）

75

消 費 生 活 協 同 組 合

等 の 共 済
2.5 40 50共

済

特 殊 風 水 害 等 共 済
15

7.5
75

建 物 更 生 共 済 ９ 50
風水害

等共済

75

自 然 災 害 共 済 15 60

生 活 総 合 共 済
９

4.5
75

生 命 共 済 付 建 物 共 済
８

４
75 75

森 林 災 害 共 済 ３ 50 60

長 期 育 林 共 済 ６ 55 55

(備考)１．火災保険等の（ ）書きは、平成８年４月１日から平成19年３月31

日までの間に開始する各事業年度に限り適用されます。

２．農家火災共済の（ ）書きは、風水害付団体建物火災共済に適用さ

れます。

３．火災共済協同組合等の積立率の（ ）書きは、平成５年４月１日か

ら平成19年３月31日までの間に開始する各事業年度に限り適用されます。

４．火災共済協同組合等の洗替保証限度額及び異常危険損失率の（ ）

書きは、再共済を行う協同組合連合会に適用されます。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の55）。

２ 改正の内容

自然災害の多発により大幅に減少した責任準備

金を緊急に積み立てることを支援するため、火災

保険等に係る措置について、２年間（平成19年３

月31日まで）の臨時異例の措置として、特例積立

率がさらに１％上乗せして４％（改正前：３％）

に引き上げられました（措令33の５ ）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

改正が行われています（措令39の83 ）。
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３ 適用関係

上記２の改正は、法人の平成17年４月１日以後

に開始する事業年度分の法人税について適用し、

法人の同日前に開始した事業年度分の法人税につ

いては、なお従前の例によることとされています

（改正措令附則15）。連結納税制度の場合につい

ても同様です（改正措令附則15）。

六 その他の準備金等

１ 次の準備金等の適用期限が、それぞれ平成19

年３月31日まで２年延長されました。

⑴ 特定災害防止準備金（措法55の６、68の

45）

⑵ 電子計算機買戻損失準備金（措法57、68の

50）

⑶ 中小企業等の貸倒引当金の特例（繰入限度

額の16％割増措置）（措法57の９、68の59）

⑷ 漁業協同組合等の留保所得の特別控除（措

法61）

⑸ 農用地利用集積準備金（措法61の２、68の

64）

２ 上記１⑴の特定災害防止準備金のうち廃棄物

最終処分場の最終処分災害防止費用に係る措置

における平成17年４月１日以後に設置される安

定型産業廃棄物最終処分場に係る特定災害防止

準備金について、その積立方式を外積方式に変

更し、維持管理積立金に係る特定災害防止準備

金に移行することとされました（措法55の７、

68の46、廃掃法規12の７の４）。

第二 土地税制関係

一 土地の譲渡等がある場合の特別税率

１ 改正前の制度の概要

この制度は、法人が土地等を譲渡した場合には、

その譲渡（短期所有土地等に係る追加課税の適用

があるものを除きます。）に係る譲渡利益金額

（譲渡収入から、取得価額及びその譲渡のために

直接又は間接に要した経費の額を控除した金額）

の合計額に対し、通常の法人税とは別に、５％の

税率による追加課税を行うというものです。なお、

株式の譲渡益や土地売買の仲介手数料のうち実質

的に土地の譲渡益と認められるもの等についても、

この追加課税の対象となります（措法62の３）。

ただし、平成10年１月１日から平成20年12月31

日までの土地の譲渡等については、本制度の適用

が停止されています。

また、次に掲げる土地等の譲渡については、こ

の追加課税の適用をしないこととされています。

⑴ 棚卸資産に該当する土地等の譲渡

棚卸資産に該当する土地等の譲渡については原

則として適用除外とされます。

⑵ 優良住宅地等のための譲渡に該当する土地等

の譲渡

法人が平成４年１月１日から平成20年12月31日

までの間にその有する土地等の譲渡をした場合に

おいて、その土地等の譲渡が次に掲げる優良住宅

地等のための譲渡に該当することにつき財務省令

で定めるところにより証明がされたときは、適用

除外とされます（この適用除外の範囲は、個人の

「優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した

場合の長期譲渡所得の課税の特例（軽減税率の適
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用）」の適用対象となる譲渡と同様です。）。

① 国若しくは地方公共団体に対する土地等の譲

渡、日本郵政公社に対する郵便業務等の用に供

されるための土地等の譲渡又は日本道路公団等

の国若しくは地方公共団体に準ずる法人に対す

る収用対償地に充てるための土地等の譲渡

② 宅地若しくは住宅の供給又は土地等の先行取

得の業務を行うことを目的とする独立行政法人

都市再生機構、土地開発公社等に対する土地等

の譲渡でその譲渡した土地等がその業務を行う

ために直接必要であると認められるもの

③ 資産の収用換地等（土地収用法、都市計画法、

都市再開発法その他の法律の規定による収用、

買取り、換地処分、権利変換、買収、買入れ又

は消滅をいいます。）による土地等の譲渡

④ 都市再開発法による第一種市街地再開発事業

の用に供するためにその施行者に対して行う土

地等の譲渡

⑤ 密集市街地における防災街区の整備の促進に

関する法律による防災街区整備事業の用に供す

るためにその施行者に対して行う土地等の譲渡

⑥ 都市再生特別措置法の認定を受けた都市再生

事業（建築面積が1,500㎡以上の建築物の建築

がされること等一定の要件を満たすものに限り

ます。）の用に供するためにその都市再生事業

の認定事業者に対して行う土地等の譲渡

⑦ マンションの建替えの円滑化等に関する法律

による売渡請求、買取請求若しくは権利変換を

希望しない旨の申出に基づくマンション建替事

業の施行者に対する土地等の譲渡又は一定の要

件を満たすマンション建替事業の施行者に対す

る土地等（隣接施行敷地に係るものに限りま

す。）の譲渡で、その譲渡に係る土地等がその

マンション建替事業の用に供されるもの

⑧ 建築面積150㎡以上の建築物の建築事業（施

行地区の面積が500㎡以上であること等一定の

要件を満たすものに限ります。）の用に供する

ためにその事業者に対して行う土地等の譲渡

⑨ 既成市街地等内において行われる特定の民間

再開発事業（地上階数４以上の中高層の耐火建

築物の建築をする一定の事業）の用に供するた

めにその事業者に対して行う土地等の譲渡

⑩ 開発許可又は土地区画整理事業の認可を受け

て、1,000㎡以上の一団の宅地の造成が行われ

る一定の宅地造成事業の用に供するためにその

事業者に対して行う土地等の譲渡

大都市地域における優良宅地開発の促進に関

する緊急措置法の認定及び都市計画法の開発許

可を受けて一団の宅地の造成が行われる一定の

宅地開発事業の用に供するためにその事業者に

対して行う土地等の譲渡

都市計画法の開発許可を受けて住宅建設の用

に供される一団の宅地の造成が行われる一定の

住宅地造成事業の用に供するためにその事業者

に対して行う土地等の譲渡

都市計画区域内の宅地の造成につき開発許可

を要しない場合において住宅建設の用に供され

る1,000㎡以上の一団の宅地（優良宅地の認定

を受けたものに限ります。）の造成が行われる

一定の住宅地造成事業の用に供するためにその

事業者に対して行う土地等の譲渡

都市計画区域内において25戸以上の一団の住

宅又は15戸以上若しくは床面積1,000㎡以上の

中高層耐火共同住宅（優良住宅の認定を受けた

ものに限ります。）の建設が行われる一定の住

宅建設事業の用に供するためにその事業者に対

して行う土地等の譲渡

住宅又は中高層の耐火共同住宅の建設を行う

個人又は法人に対する土地等（仮換地の指定が

されたものに限ります。）の譲渡のうち、その

譲渡がその指定の効力発生の日から３年を経過

する日の属する年の12月31日までの間に行われ

るもので、一定の住宅又は中高層の耐火共同住

宅の用に供するために行う土地等の譲渡

⑶ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡

法人が平成４年１月１日から平成20年12月31日

までの間にその有する土地等の譲渡をした場合に

おいて、当該土地等の譲渡が確定優良住宅地等予

定地のための譲渡（その譲渡の日から一定期間
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（予定期間）内に上記⑵の⑩から までに掲げる

土地等の譲渡に該当することが確実であると認め

られることにつき財務省令で定めるところにより

証明がされた譲渡をいいます。）に該当するとき

は、上記⑵と同様に適用除外が認められます。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の68）。

２ 改正の内容

⑴ 優良住宅地等のための譲渡に係る適用除外措

置

① 適用除外措置の対象となる土地等の譲渡の追

加

民間事業者の能力を活用した市街地の整備を

推進するための都市再生特別措置法等の一部を

改正する法律（平成17年法律第34号）における

都市再生特別措置法の一部改正に伴い、適用除

外措置の対象となる土地等の譲渡に、認定整備

事業計画に係る都市再生整備事業の認定整備事

業者に対する土地等の譲渡で、その譲渡された

土地等がその都市再生整備事業の用に供される

ものが追加されました（措法62の３④七）。

(注)１ 「認定整備事業計画」とは、都市再生特別

措置法第67条に規定する認定整備事業計画

（国土交通大臣の認定を受けた民間都市再

生整備事業計画をいい、認定整備事業計画

に変更があった場合にはその変更後のもの）

をいいます。

２ 「都市再生整備事業」とは、都市再生整備

計画の区域内における都市開発事業であっ

てその区域の面積が0.5 以上のものをいい、

本措置の対象となるためには、次の①～③

に掲げる要件を満たす必要があります（措

法62の３④七、措令38の４ ）。

① 認定整備事業計画に定められた建築面

積1,500㎡以上の建築物の建築がされるこ

と。

② その事業の施行される土地の区域の面

積が0.5 以上であること。

③ 都市再生特別措置法第２条第２項に規

定する公共施設の整備がされること。

３ 「認定整備事業者」とは、民間都市再生整

備事業計画の認定を受けた民間事業者をい

います。なお、本措置の対象となる認定整

備事業者には、認定整備事業計画の定める

ところによりその認定整備事業者とその認

定整備事業計画の区域内の土地等の取得に

関する協定を締結した独立行政法人都市再

生機構が含まれます。

なお、本措置の適用に際しては、その土地等

の買取りをする認定整備事業者（独立行政法人

都市再生機構を含みます。）から交付を受けた

次のイ及びロに掲げる書類を法人税申告書に添

付する必要があります（措法62の３④七、措規

21の19②七）。

イ 国土交通大臣の都市再生事業が都市再生特

別措置法第67条に規定する認定整備事業であ

る旨及び上記①（注）２①～③に掲げる要件を

満たすものである旨を証する書類の写し

ロ その土地等を都市再生整備事業の用に供す

るために買い取った旨を証する書類（その土

地等の買取りをする者が独立行政法人都市再

生機構である場合は、その書類及び認定整備

事業計画の定めるところにより認定整備事業

者との間で締結したその認定整備事業計画の

区域内の土地等の取得に関する協定に基づき

買い取ったものである旨を証する書類）

② 適用除外措置の対象となる土地等の譲渡の範

囲の見直し

民間事業者の能力を活用した市街地の整備を

推進するための都市再生特別措置法等の一部を

改正する法律（平成17年法律第34号）における

土地区画整理法の一部改正に伴い、適用除外措

置の対象となる開発許可又は土地区画整理事業

の認可を受けて、1,000㎡以上の一団の宅地の

造成が行われる一定の宅地造成事業の用に供す

るためにその事業者に対して行う土地等の譲渡

（上記１⑵⑩）における土地区画整理事業の認

可に、土地区画整理法の区画整理会社（同法の

土地区画整理事業の施行者として地権者と民間
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事業者が共同で設立する株式会社又は有限会社

をいいます。）が施行する場合の認可が追加さ

れました（措法62の４④十一ロ）。

ただし、この土地等の譲渡からは、区画整理

会社に対するその区画整理会社の株主又は社員

の有する土地等の譲渡は除外されます（措法62

の３④十一、措令38の４ ）。

また、都市計画区域内の宅地の造成につき開

発許可を要しない場合において住宅建設の用に

供される1,000㎡以上の一団の宅地（優良宅地

の認定を受けたものに限ります。）の造成が行

われる一定の住宅地造成事業の用に供するため

にその事業者に対して行う土地等の譲渡（上記

１⑵ ）における土地等の譲渡からも、同様に

区画整理会社に対するその区画整理会社の株主

又は社員の有する土地等の譲渡は除外されます

（措法62の３④十一、措令38の４ ）。

⑵ その他の規定の整備

① 道路関係四公団の民営化に伴う規定の整備が

行われました（措令38の４ 三）。

② 民間都市開発の推進に関する特別措置法の民

間都市開発推進機構が行う土地取得譲渡業務の

終了に伴い、適用除外措置の対象となる土地等

の譲渡のうち、宅地若しくは住宅の供給又は土

地等の先行取得の業務を行うことを目的とする

独立行政法人都市再生機構、土地開発公社等に

対する土地等の譲渡でその譲渡した土地等がそ

の業務を行うために直接必要であると認められ

るもの（上記１⑵②）における宅地若しくは住

宅の供給又は土地等の先行取得の業務を行うこ

とを目的とする法人から民間都市開発推進機構

が除外されました（旧措令38の４ 三）。

③ 建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保

等を図るための建築基準法等の一部を改正する

法律（平成16年法律第67号）における建築基準

法の一部改正により公共事業に係る収用等によ

り敷地面積に関する規定に適合しなくなる建築

物を既存不適格建築物として扱うこととなった

ことに伴い、適用除外措置の対象となる土地等

の譲渡のうち、マンションの建替えの円滑化等

に関する法律による売渡請求、買取請求若しく

は権利変換を希望しない旨の申出に基づくマン

ション建替事業の施行者に対する土地等の譲渡

又は一定の要件を満たすマンション建替事業の

施行者に対する土地等（隣接施行敷地に係るも

のに限ります。）の譲渡で、その譲渡に係る土

地等がそのマンション建替事業の用に供される

もの（上記１⑵⑦）の対象建築物にその既存不

適格建築物として扱うこととなった建築物が追

加されました（措令38の４ ）。

なお、連結納税制度の場合についても、上記

⑴及び⑵と同様の改正が行われています。

３ 適用関係

本制度は適用停止中であることから、特段の経

過措置は設けられていません。

二 収用等に伴い代替資産を取得した場合等の課税の特例

１ 改正前の制度の概要

⑴ 収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税

の特例

この制度は、法人の有する資産（棚卸資産を除

きます。）が、土地収用法その他の法律の規定に

よって収用権が認められている事業等のために収

用、買取り等をされ、その補償金、対価又は清算

金（以下「補償金等」といいます。）の額の全部

又は一部に相当する金額をもって、その収用等に

より譲渡した資産と同種の資産その他これに代わ

るべき資産（以下「代替資産」といいます。）の

取得をしたときは、一定の要件の下に、収用換地

等の場合の5,000万円特別控除制度（措法65の２）

との選択適用により、その代替資産につき譲渡益

の範囲内で圧縮記帳の特例を認めるというもので
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す（措法64）。

⑵ 収用等に伴い特別勘定を設けた場合の課税の

特例

上記⑴の収用等による譲渡があったものの、そ

の収用等があった事業年度では代替資産の取得が

なく、翌期以降指定期間内に補償金等をもって代

替資産の取得をする見込みであるときは、一定の

要件の下に、その譲渡益の範囲内で特別勘定とし

て繰り越すことができるというものです。この場

合には、その代替資産の取得をしたときにおいて、

上記⑴に準じて課税の特例を適用することができ

ます（措法64の２）。

なお、連結納税制度の場合についても、上記⑴

及び⑵と同様の措置が講じられています（措法68

の70、68の71）。

２ 改正の内容

民間事業者の能力を活用した市街地の整備を推

進するための都市再生特別措置法等の一部を改正

する法律（平成17年法律第34号）における土地区

画整理法の一部改正に伴い、次のとおり本特例の

適用対象となる場合について改正が行われました。

⑴ 土地等について土地区画整理法による土地区

画整理事業その他の法律に基づく一定の事業が

施行され、その土地等に係る換地処分により清

算金（一定のものを除きます。）を取得すると

きから、区画整理会社が施行者となる土地区画

整理事業において、その区画整理会社の株主又

は社員の有する土地等に係る換地処分により土

地区画整理法第94条に規定する清算金を取得す

る場合が除外されました（措法64①三、措令39

⑥）。

⑵ 土地等について土地収用法等の規定に基づい

て収用され、補償金を取得する場合等に該当す

ることとなったため、その土地の上にある資産

（建物等）につき収用をし、若しくは取壊し若

しくは除去をしなければならなくなった場合等

に、その資産の対価又はその資産の損失に対す

る補償金を取得するときから、区画整理会社が

施行者となる土地区画整理事業において、その

区画整理会社の株主又は社員（換地処分により

土地等又は土地区画整理法第93条第４項若しく

は第５項に規定する建築物の一部及びその建築

物の存する土地の共有持分を取得する者を除き

ます。）の有する資産の取壊し又は除去をしな

ければならなくなった場合にその資産の損失に

つき補償金を取得するときが除外されました

（措令39 二）。

なお、土地区画整理法による土地区画整理事業

で同法の減価補償金を交付すべきこととなるもの

が施行される場合において、公共施設の用地に充

てられるべきものとしてその土地区画整理事業の

施行区域内の土地等が買い取られ、対価を取得す

るときについては、区画整理会社が施行者となる

土地区画整理事業の場合には減価補償金の交付が

行われないため、従来どおりとなっています（措

法64①三の五）。

なお、連結納税制度の場合についても、上記⑴

及び⑵と同様の改正が行われています。

３ 適用関係

⑴ 上記２⑴の改正は、法人が民間事業者の能力

を活用した市街地の整備を推進するための都市

再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成

17年法律第34号）の施行の日以後に行う土地等

の譲渡について適用し、法人が同日前に行った

土地等の譲渡については、なお従前の例による

こととされています（改正法附則35①）。連結

納税制度の場合についても同様です（改正法附

則49①）。

⑵ 上記２⑵の改正は、法人が民間事業者の能力

を活用した市街地の整備を推進するための都市

再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成

17年法律第34号）の施行の日以後に補償金を取

得する場合について適用し、法人が同日前に補

償金を取得した場合については、なお従前の例

によることとされています（改正措令附則20

租税特別措置法等（法人税関係の準備金、土地税制、その他特別措置関係）の改正

― 256―



①）。連結納税制度の場合についても同様です。

三 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の

所得の特別控除

１ 改正前の制度の概要

この制度は、法人の有する土地等が収用権等を

背景とするような事業ではないが、地方公共団体

等の行う住宅建設又は宅地造成事業のために土地

等が買い取られる場合、収用の対償地に充てるた

めに土地等が買い取られる場合、住宅地区改良法

の改良住宅建設のため改良地区外の土地等が買い

取られる場合等のように、その事業内容からみて

土地等の買取りを促進する必要があると認められ

る事業のために土地等を譲渡した場合（特定住宅

地造成事業等のために買い取られる場合）につい

て、一定の要件の下に、その譲渡益の額のうち年

間1,500万円までは、所得の金額の計算上損金の

額に算入するというものです（措法65の４①）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の75）。

２ 改正の内容

⑴ 適用対象の見直し

適用対象に、地方公共団体又は景観法の景観整

備機構が同法の景観計画に定められた同法の景観

重要公共施設の整備に関する事業の用に供するた

めに、その景観計画の区域内にある土地等がこれ

らの者に買い取られる場合が追加されました（措

法65の４①十）。

(注)１ 「景観整備機構」とは、景観形成に取り組む

公益法人、ＮＰＯ法人のうち、景観法第７条

第１項に規定する景観行政団体の長が同法第

92条第１項の規定により指定する団体をいい

ます。

なお、本特例の対象となる景観整備機構は、

民法第34条の規定により設立された法人で、

その設立当初において拠出をされた金額の２

分の１以上の金額が地方公共団体により拠出

をされ、かつ、その寄附行為又は定款におい

て、その法人が解散した場合にその残余財産

が地方公共団体又はその法人と類似の目的を

もつ他の公益を目的とする事業を行う法人に

帰属する旨の定めがあるものに限られます

（措法65の４①十、措令39の５ ）。

２ 「景観計画」とは、都市、農山漁村その他市

街地又は集落を形成している地域及びこれと

一体となって景観を形成している地域におけ

る現にある良好な景観を保全する必要がある

と認められる土地の区域又は地域の自然、歴

史、文化等からみて、地域の特性にふさわし

い良好な景観を形成する必要があると認めら

れる土地の区域等について、景観法第７条第

１項に規定する景観行政団体が定める良好な

景観の形成に関する計画をいいます。

３ 「景観重要公共施設」とは、道路、河川、都

市公園、海岸、港湾、漁港、自然公園法によ

る公園事業に係る施設その他の一定の公共施

設で、良好な景観の形成のために重要なもの

をいいます。

また、次の場合が適用対象から除かれています。

① 地方公共団体が住宅又は生活関連施設の整備

改善を図るために行う地域改善対策特定事業に

係る国の財政上の特別措置に関する法律附則第

１条第６項に規定する経過措置対象事業の用に

供するために土地等が買い取られる場合（旧措

法65の４①二、旧措令39の５④）

② 日本道路公団法第19条第１項第５号に規定す

るトラックターミナル等の施設の用に供するた

めに土地等が日本道路公団に買い取られる場合

（旧措法65の４①十七）

③ 道路予定地が民間都市開発の推進に関する特

別措置法の民間都市開発推進機構に買い取られ

る場合（旧措法65の４①十 、旧措令39の５ ）
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⑵ 適用対象の範囲の見直し

民間事業者の能力を活用した市街地の整備を推

進するための都市再生特別措置法等の一部を改正

する法律（平成17年法律第34号）における土地区

画整理法の一部改正に伴い、次のとおり本特例の

適用対象となる場合について改正が行われました。

① 一団の宅地の造成が土地区画整理事業として

行われる場合（その造成に係る一団の土地の面

積が５ 以上であること、土地区画整理事業の

認可の申請があった日の属する年の１月１日以

後に土地区画整理事業に係る買取りをする個人

又は法人に土地等を買い取られること等の要件

を満たすものに限られます。）における土地区

画整理事業の認可に、土地区画整理法の区画整

理会社（同法の土地区画整理事業の施行者とし

て地権者と民間事業者が共同で設立する株式会

社又は有限会社をいいます。）が施行する場合

の認可が追加されました（措令39の５⑦）。

ただし、区画整理会社の株主又は社員の有す

る土地等がその区画整理会社に買い取られる場

合は除外されます（措令39の５⑦）。

② 土地区画整理事業の施行に伴い、建築基準法

の既存不適格建築物の敷地について換地を定め

ることが困難な場合等において、申出又は同意

により交付される清算金を取得するときから、

区画整理会社が施行者となる土地区画整理事業

において、その区画整理会社の株主又は社員が

その有する土地等につき換地が定められなかっ

たことにより土地区画整理法第94条に規定する

清算金を取得するときが除外されました（措法

65の４①二十、措令39の５ ）。

なお、連結納税制度の場合についても、上記

⑴及び⑵と同様の改正が行われています。

３ 適用関係

⑴ 上記２⑴の改正は、法人が平成17年４月１日

以後に行う土地等の譲渡について適用し、法人

が同日前に行った土地等の譲渡については、な

お従前の例によることとされています（改正法

附則35②～⑤）。連結納税制度の場合について

も同様です（改正法附則49②～⑤）。

⑵ 上記２⑵①の改正は、法人が民間事業者の能

力を活用した市街地の整備を推進するための都

市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平

成17年法律第34号）の施行の日以後に行う土地

等の譲渡について適用し、法人が同日前に行っ

た土地等の譲渡については、なお従前の例によ

ることとされています（改正措令附則20②）。

連結納税制度の場合についても同様です。

⑶ 上記２⑵②の改正は、法人が民間事業者の能

力を活用した市街地の整備を推進するための都

市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平

成17年法律第34号）の施行の日以後に行う土地

等の譲渡について適用し、法人が同日前に行っ

た土地等の譲渡については、なお従前の例によ

ることとされています（改正法附則35⑥）。連

結納税制度の場合についても同様です（改正法

附則49⑥）。

四 農地保有の合理化のために農地等を譲渡した場合の

所得の特別控除

１ 改正前の制度の概要

この制度は、農地法第２条第７項に規定する農

業生産法人の有する土地等が農業振興地域の整備

に関する法律第23条に規定する勧告に係る協議、

調停又はあっせんその他農地保有の合理化のため

に譲渡をされた場合について、一定の要件の下に、

その譲渡益の額のうち年間800万円までは、所得

の金額の計算上損金の額に算入するというもので

す（措法65の５）。

租税特別措置法等（法人税関係の準備金、土地税制、その他特別措置関係）の改正

― 258―



この譲渡について、その一部又は全部につき特

定の資産の買換えの場合の課税の特例（措法65の

７から65の９まで）等の適用を受けた場合には、

当該措置の適用はないこととされています。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の76）。

２ 改正の内容

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法

律（平成17年法律第53号）における農業経営基盤

強化促進法の一部改正に伴い、適用対象に市町村

長から要活用農地としての通知を受けた農業振興

地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規

定する農用地区域内にある土地等を農業経営基盤

強化促進法第27条の３第１項に規定する勧告に係

る協議によりその勧告を行った市町村長がその協

議を行う者として定めた特定農業法人に譲渡した

場合が追加されました（措法65の５①三）。

(注)１ 「要活用農地」とは、遊休農地及び遊休農地

となるおそれがある農地並びにこれらの農地

のうち農業上の利用の増進を図る必要がある

ものをいいます。

２ 「特定農業法人」とは、農業経営基盤強化促

進法の規定により農用地利用規程で農用地利

用改善団体の構成員から農用地についての利

用権の設定等を受けて農用地の利用を集積す

ることを定められた農業生産法人をいいます。

本措置の適用に際しては、市町村長のその土地

等が農用地区域内にある旨、その土地等につき勧

告をした旨、その勧告に係る協議を行う者として

特定農業法人を定めた旨及びその土地等の譲渡が

本特例の適用対象となるものである旨を証する書

類を確定申告書等に添付する必要があります（措

規22の６④六）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

改正が行われています。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人が農業経営基盤強化促進

法等の一部を改正する法律の施行の日以後に行う

土地等の譲渡について適用することとされていま

す（改正法附則35⑦）。連結納税制度の場合につ

いても同様です（改正法附則49⑦）。

五 特定の資産の買換えの場合等の課税の特例

１ 改正前の制度の概要

この制度は、法人が昭和45年４月１日から平成

18年３月31日までの間（ の場合には、平成10年

１月１日から平成18年12月31日までの間）に、そ

の有する特定の地域内にある事業用の土地、建物

等及び日本船舶を譲渡し、その譲渡の日を含む事

業年度において、一定の要件に該当する土地、建

物等、機械装置及び日本船舶等を取得し、かつ、

その取得の日から１年以内に特定の地域内におい

て事業の用に供した場合には、その取得資産につ

き、圧縮限度額（譲渡益の80％相当額）以下の金

額について損金算入（圧縮記帳による課税の繰延

べ）を行うことができるというものです（措法65

の７）。また、特別勘定を設けた場合（措法65の

８）や買換特例の対象となる資産を交換した場合

（措法65の９）にも同様の措置が講じられていま

す。

この制度における買換えの態様は、次のとおり

です。

⑴ 所有期間10年超の建物等の既成市街地等の内

から外への買換え

⑵ 大気汚染規制区域内の内から外への、ばい煙

発生施設の移転を伴う買換え

⑶ 騒音規制地域の内から外への、騒音発生施設

の移転を伴う買換え

⑷ 水質汚濁規制水域等の内から外への、汚水排

出施設の移転を伴う買換え

⑸ 市街化区域又は既成市街地等の内から外への、

農林業用資産の買換え
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⑹ 航空機騒音障害区域の内から外への買換え

⑺ 誘致区域（誘致度の非常に高い地域）の外か

ら内への買換え

⑻ 農村地域及び誘致区域の外から農村地域工業

等導入地区の内への買換え

⑼ 低開発地域工業開発地域等（誘致度が誘致区

域よりやや低い区域）及び誘致区域の外から低

開発地域工業開発地域等の内への買換え

⑽ 既成市街地等内及びこれに類する一定の区域

（人口集中地区）内での土地の計画的かつ効率

的な利用に資する施策の実施に伴う買換え

既成市街地等内の建物の高層化に伴う同一敷

地上の権利の変換が行われる場合のその買換え

既成市街地等内において行われる特定民間再

開発事業（地上階数４以上の中高層の耐火建築

物の建築をする一定の事業）の実施に伴う土地、

建物等の買換え

都道府県知事が指定した特定整備区域内にあ

る木造貸家住宅で地方公共団体に譲渡されるも

のから中高層貸家住宅への買換え

農業振興地域の整備に関する法律に基づく協

議、調停又はあっせんによる農業振興地域の農

用地区域等内にある土地等の買換え

特定農山村地域における農林業等の活性化の

ための基盤整備の促進に関する法律の所有権移

転等促進計画による土地等の買換え

幹線道路の沿道の整備に関する法律の沿道整

備権利移転等促進計画に基づき沿道地区計画の

区域内で行われる土地等の買換え

密集市街地整備法の防災再開発促進地区内で

防災街区整備事業に関する都市計画に従って行

われる土地等の買換え

長期所有土地等（所有期間10年超のもの）か

ら国内にある土地等、建物、構築物、機械装置

等への買換え

その譲渡が内航海運業の構造改善に資するこ

ととなる内航海運業用の日本船舶から船舶以外

の減価償却資産への買換え

内航海運業用以外の日本船舶から日本船舶へ

の買換え

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の78～68の80）。

２ 改正の内容

⑴ 既成市街地等内において行われる特定民間再

開発事業の実施に伴う土地、建物等の買換え措

置の改正

既成市街地等内において行われる特定民間再開

発事業の実施に伴う土地、建物等の買換え措置の

適用対象地区に、都市再生特別措置法第66条第１

項に規定する認定整備事業計画の区域が追加され

ました（措令39の７⑩）。

⑵ 農業振興地域の整備に関する法律に基づく協

議、調停又はあっせんによる農業振興地域の農

用地区域等内にある土地等の買換え措置の改正

① 農業経営基盤強化促進法の一部改正に伴う改

正

遊休農地の発生防止と解消を図る趣旨から、

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法

律（平成17年法律第53号）において農業経営基

盤強化促進法等が改正され、この改正により特

定農業法人が農業経営基盤強化促進法第27条の

３第１項に規定する市町村長の勧告に係る協議

により遊休農地を買い取る制度が創設されまし

た。

(参考) 農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律

第65号）第27条、第27条の２及び第27条の

３

(農業委員会の指導）

第27条 同意市町村の農業委員会は、基本

構想の達成に資する見地から特に必要で

あると認めるときは、その区域（市街化

区域を除く。）内に存する要活用農地の所

有者又はその要活用農地について所有権

以外の権原に基づき使用及び収益をする

者（次条第１項において「使用収益権を

有する者」という。）に対し、当該要活用

農地の農業上の利用の増進を図るため必

要な指導をするものとする。
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２ 農業委員会は、前項の規定による指導

をした場合においてもなお当該指導に係

る要活用農地が相当期間耕作の目的に供

されないとき、又は同項の規定による指

導をすることができないときは、同意市

町村の長に対し、次条第１項の規定によ

る通知をするよう要請することができる。

(特定遊休農地である旨の通知等）

第27条の２ 同意市町村の長は、前条第２

項の規定による要請を受けた場合におい

て、当該要請に係る要活用農地が引き続

き耕作の目的に供されないことが当該要

活用農地を含む周辺の地域の農業の振興

を図る上で著しく支障があると認めると

きは、農林水産省令で定めるところによ

り、当該要活用農地の農地所有者（使用

収益権を有する者である場合には、その

者。以下「農地所有者等」という。）に対

し、当該要活用農地が特定遊休農地であ

る旨を通知するものとする。ただし、過

失がなくて通知を受けるべき特定遊休農

地の農地所有者等を確知することができ

ないときは、農林水産省令で定めるとこ

ろにより、その旨を公告するものとする。

２ 前項の規定による通知を受けた者は、

農林水産省令で定める事由に該当する場

合を除き、当該通知があつた日から起算

して６週間以内に、農林水産省令で定め

るところにより、当該通知に係る特定遊

休農地の農業上の利用に関する計画を同

意市町村の長に届け出なければならない。

３・４ 省略

(特定遊休農地の農業上の利用の増進に関

する勧告等）

第27条の３ 同意市町村の長は、前条第２

項の規定による届出があつた場合におい

て、当該届出に係る計画の内容からみて、

基本構想の達成に支障が生ずるおそれが

あると認めるときは、当該届出をした者

に対し、相当の期限を定めて、当該特定

遊休農地の農業上の利用の増進を図るた

めに必要な措置を講ずべきことを勧告す

ることができる。

２ 同意市町村の長は、前項の規定による

勧告をした場合において、当該勧告を受

けた者が当該勧告に従わないときは、当

該勧告に係る特定遊休農地の利用権の設

定等を希望する農地保有合理化法人、市

町村又は特定農業法人（以下「農地保有

合理化法人等」という。）で農林水産省令

で定める要件に該当するもののうちから

利用権の設定等に関する協議を行う者を

指定して、その者が利用権の設定等に関

する協議を行う旨を当該勧告を受けた者

に通知するものとする。

３ 前項の規定により協議を行う者として

指定された農地保有合理化法人等は、同

項の規定による通知があつた日から起算

して６週間を経過する日までの間、当該

通知を受けた者と当該通知に係る特定遊

休農地の利用権の設定等に関する協議を

行うことができる。この場合において、

当該通知を受けた者は、正当な理由がな

ければ、当該特定遊休農地の利用権の設

定等に関する協議を行うことを拒んでは

ならない。

４ 省略

この特定農業法人が取得する市町村長から活

用すべき農地としての通知を受けた農用地区域

内にある農地が買換資産に追加されました（措

法65の７①表十六）。

② 特定農業法人の譲渡資産及び買換資産の範囲

の改正

イ 譲渡資産

特定農業法人が本措置の適用を受ける場合

には、譲渡資産は、農業経営基盤強化促進法

第23条第３項の認定に係る同条第７項に規定

する特定農用地利用規程に定められた同条第

２項第２号の農用地利用改善事業の実施区域

外にある土地等で次のものに限定されました
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（措法65の７①表十六、措令39の７ ）。

ⅰ 農業振興地域の整備に関する法律第23条

に規定するあっせん若しくは当該あっせん

に準ずる農業委員会のあっせんにより譲渡

をされる土地等

ⅱ 農業経営基盤強化促進法第19条の規定に

よる公告があった農用地利用集積計画の定

めるところにより譲渡をされる土地等

ⅲ 農業経営基盤強化促進法第４条第２項に

規定する農地保有合理化法人に対し、その

行う農地売買等事業のために譲渡をされる

次の土地等

農地又は採草放牧地

開発して農地とすることが適当な土地

又は農業振興地域の整備に関する法律の

農業上の用途区分が農業用施設の用に供

することとされている土地（農地の保全

又は利用上必要な施設で一定のものの用

に供する土地を含みます。）

又は の土地の上に存する権利

ロ 買換資産

特定農業法人が本措置の適用を受ける場合

には、買換資産は、農業経営基盤強化促進法

第23条第３項の認定に係る同条第７項に規定

する特定農用地利用規程に定められた同条第

２項第２号の農用地利用改善事業の実施区域

内にある土地等に限定されました（措法65の

７①表十六）。

(参考) 農業経営基盤強化促進法第４条、第19

条及び第23条

(定義）

第４条 省略

２ この法律において「農地保有合理化

事業」とは、農業経営の規模の拡大、

農地の集団化その他農地保有の合理化

を促進するため、この法律で定めると

ころにより、第７条第１項の承認を受

けた法人（以下「農地保有合理化法人」

という。）が行う次に掲げる事業をいう。

一～四 省略

３・４ 省略

(農用地利用集積計画の公告）

第19条 同意市町村は、農用地利用集積

計画を定めたときは、農林水産省令で

定めるところにより、遅滞なく、その

旨を公告しなければならない。

（農用地利用規程）

第23条 省略

２ 農用地利用規程においては、次に掲

げる事項を定めるものとする。

一 省略

二 農用地利用改善事業の実施区域

三～六 省略

３ 同意市町村は、第１項の認定の申請

があつた場合において、その申請に係

る農用地利用規程が次に掲げる要件に

該当するときは、同項の認定をするも

のとする。

一 農用地利用規程の内容が基本構想

に適合するものであること。

二 農用地利用規程の内容が農用地の

効率的かつ総合的な利用を図るため

に適切なものであること。

二の二 前項第４号に掲げる役割分担

が認定農業者の農業経営の改善に資

するものであること。

三 農用地利用規程が適正に定められ

ており、かつ、申請者が当該農用地

利用規程で定めるところに従い農用

地利用改善事業を実施する見込みが

確実であること。

４～６ 省略

７ 第五項各号に掲げる事項が定められ

ている農用地利用規程（以下「特定農

用地利用規程」という。）で定められた

特定農業法人は認定農業者と、特定農

用地利用規程は認定計画とみなす。

８～10 省略

(参考) 農業振興地域の整備に関する法律（昭

和44年法律第58号）第23条
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(土地の譲渡しに係る所得税等の軽減）

第23条 個人又は法人がその所有する土

地を第13条の２第１項の規定による交

換分合、第14条第２項の規定による勧

告に係る協議、第15条第１項の調停又

は第18条の規定による農業委員会のあ

つせんによつて譲り渡した場合には、

租税特別措置法（昭和32年法律第26号）

の定めるところにより、所得税又は法

人税を軽減する。

なお、連結納税制度の場合についても、上記

⑴及び⑵と同様の改正が行われています（措法

68の78①表十四、措令39の106③⑦）。

３ 適用関係

⑴ 上記２⑴の改正は、法人が民間事業者の能力

を活用した市街地の整備を推進するための都市

再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成

17年法律第34号）附則第１条ただし書に規定す

る日（平成17年４月27日）以後に行う資産の譲

渡について適用し、法人が同日前に行った資産

の譲渡については、なお従前の例によることと

されています（改正措令附則20③）。連結納税

制度の場合についても同様です（改正措令附則

30）。

⑵ 上記２⑵①の改正は、法人が農業経営基盤強

化促進法等の一部を改正する法律の施行の日以

後に行う資産の譲渡について適用することとさ

れています（改正法附則35⑩）。連結納税制度

の場合についても同様です（改正法附則49⑨）。

⑶ 上記２⑵②の改正は、法人が平成17年４月１

日以後に行う資産の譲渡について適用し、法人

が同日前に行った資産の譲渡については、なお

従前の例によることとされています（改正法附

則35⑧）。連結納税制度の場合についても同様

です（改正法附則49⑧）。

六 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の

交換等の場合の課税の特例

認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内に

ある土地等の交換等の場合の課税の特例の適用期

限が平成19年３月31日まで２年延長されました

（措法65の13①、68の84①）。

第三 その他の特別措置関係

一 共同で現物出資をした場合の課税の特例

１ 改正前の制度の概要

青色申告書を提出する法人で産業活力再生特別

措置法の共同事業再編計画の認定を受けた法人が、

産業活力再生特別措置法の一部を改正する法律の

施行の日から平成17年３月31日までの間に、その

共同事業再編計画に従って他の共同事業再編法人

と共同で現物出資により共同新設会社を設立する

場合に、その現物出資により生ずる譲渡益につい

て、圧縮記帳による課税の繰延べができるという

ものです（措法66①）。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の86）。

２ 改正の内容

本制度は、適用期限（平成17年３月31日）の到
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来をもって廃止されました（旧措法66、68の86）。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人が特定共同現物出資によ

り平成17年４月１日前に取得した株式又は出資に

ついては、なお従前の例によることとされていま

す（改正法附則36）。連結納税制度の場合につい

ても同様です（改正法附則50）。

二 鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例

１ 改正前の制度の概要

この制度は、青色申告書を提出する鉱工業技術

研究組合等が平成17年３月31日までに、次に掲げ

る特定の試験研究用資産を取得するために組合員

に賦課したことにより納付された負担金等により

取得し又は製作した当該試験研究用固定資産につ

き、その負担金相当額の圧縮記帳による課税の繰

延べができるというものです（措法66の10）。

⑴ 鉱工業技術研究組合が鉱工業の生産技術に関

する試験研究の用に直接供する固定資産

⑵ 沖縄振興特別措置法の特定組合等が承認を受

けた経営革新計画において定める新商品の開発

事業として行う試験研究の用に直接供する固定

資産

⑶ 食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時

措置法の規定により厚生労働大臣及び農林水産

大臣が指定する法人が認定を受けた試験研究計

画において定める高度化基準の作成のために必

要な試験研究の用に直接供する固定資産

なお、連結納税制度の場合についても、同様

の措置が講じられています（措法68の94）。

２ 改正の内容

⑴ 適用対象となる固定資産の見直し

本制度の適用対象となる試験研究用資産の範囲

から上記１⑵の固定資産が除外されました（措法

66の10①二）。

⑵ 適用期限の延長

制度の適用期限が平成19年３月31日まで２年延

長されました（措法66の10①）。

なお、連結納税制度の場合についても、上記⑴

及び⑵と同様の改正が行われています（措法68の

94①）。

３ 適用関係

上記２⑴の改正は、法人が平成17年４月１日前

に取得又は製作をした固定資産については、なお

従前の例によることとされています（改正法附則

38）。連結納税制度の場合についても同様です

（改正法附則52）。

三 特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例

１ 改正前の制度の概要

この制度は、法人が各事業年度において、長期

間にわたって使用され又は運用される基金に係る

負担金又は掛金で、次に掲げるものを支出した場

合には、その支出した金額について、その支出時

に全額損金算入をすることができるというもので

す（措法66の11）。

⑴ 中小企業者又は農林漁業者に対する信用保証

の業務を法令の規定に基づいて行うことを主た

る目的とする一定の法人（信用保証協会、農業

信用基金協会等）に対する当該業務に係る基金

に充てるための負担金

⑵ 中小企業総合事業団が行う中小企業倒産防止

共済事業に係る基金に充てるための共済契約に

係る基金
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⑶ 本州四国連絡橋公団が行う退職金支払確保契

約に関する業務に係る基金に充てるための同契

約に係る掛金

⑷ 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機

構に設けられた金属鉱業等鉱害対策特別措置法

の鉱害防止事業基金に充てるための負担金

⑸ 社債等の振替に関する法律に規定する加入者

保護信託の信託財産とするための負担金

⑹ 公害の発生による損失を補てんするための業

務その他特定の業務を主たる目的とする公益法

人等で、当該特定の業務が国若しくは地方公共

団体の施策の実施に著しく寄与し、かつ、公的

に運営されていることにつき一定の要件を満た

すもの又は特定の業務を行う公共法人でその特

定の業務に係る基金に充てるための負担金

なお、連結納税制度の場合についても、同様

の措置が講じられています（措法68の95）。

２ 改正の内容

特定の業務を主たる目的とする公益法人等のそ

の特定の業務に係る基金に充てるための負担金

（上記１⑹の負担金）の範囲から次の負担金が除

外されました。

⑴ 電気通信又は情報処理の高度化に資する業務

で、その高度化を先行的に図る必要がある地域

（いわゆるテレトピア地域）において行われる

ものに係る基金に充てるための負担金（旧措令

39の22②六）

⑵ 新事業創出促進法の認定中核的支援機関が行

う支援事業に属する業務に係る基金に充てるた

めの負担金（旧措令39の22②十一）

なお、連結納税制度の場合についても、上記

⑴及び⑵と同様の改正が行われています（旧措

法68の95①）。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人が平成17年４月１日前に

支出した上記２の業務に係る基金に充てるための

負担金については、なお従前の例によることとさ

れています（改正措令附則22）。連結納税制度の

場合についても同様です。

四 認定特定非営利活動法人に対する寄附金の

損金算入等の特例

１ 改正前の制度の概要

この制度は、次の二つの仕組みから構成されて

います。

⑴ 認定特定非営利活動法人の寄附金の損金算入

の特例

特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）のうち、一

定の要件を満たすものとして国税庁長官の認定を

受けた認定特定非営利活動法人（認定ＮＰＯ法

人）が、その収益事業に属する資産のうちからそ

の収益事業以外の事業のために支出した金額を収

益事業に係る寄附金の額とみなすとともに、寄附

金の損金算入限度額を所得の金額の20％とすると

いうものです（措法66の11の２①）。

⑵ 認定特定非営利活動法人に対する寄附金の損

金算入の特例

法人が、各事業年度において支出した寄附金の

額のうちに認定ＮＰＯ法人の行う特定非営利活動

に係る事業に関連する寄附金の額がある場合には、

一般の寄附金の損金算入限度額とは別枠で、特定

公益増進法人に対する寄附金と合わせて一般の寄

附金の損金算入限度額を限度として損金の額に算

入することができるというものです（措法66の11

の２②）。

(注) 一般の寄附金の損金算入限度額

損金算
入限度
額

＝
期末資
本等の
金額

×

当期
月数
12

×
2.5
1,000

＋
当期
所得

×
2.5
100

×
１
２

(備考) 別途、個人が行った認定ＮＰＯ法人に対す
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る寄附に係る特例（寄附金控除の特例の適用）

及び相続人等が行った認定ＮＰＯ法人に対す

る相続財産等の寄附に係る特例（相続税の非

課税）が措置されています。

なお、連結納税制度の場合についても、同様の

措置が講じられています（措法68の96①）。

２ 改正の内容

⑴ 認定ＮＰＯ法人の認定要件の緩和

認定ＮＰＯ法人の認定要件について、次のとお

り緩和されました（措令39の23①一、措規22の12

①～③）。

① いわゆるパブリック・サポート・テストにつ

いて、実績判定期間における割合が３分の１

（平成15年４月１日から平成18年３月31日まで

の間は、５分の１）以上であり、かつ、実績判

定期間内の各事業年度の割合が10分の１以上で

あることとされました（改正前：直前２事業年

度等における各事業年度の割合が３分の１（平

成15年４月１日から平成18年３月31日までの間

は、５分の１）以上であること）。

この実績判定期間とは、ＮＰＯ法人の直前に

終了した事業年度終了の日以前２年内に終了し

た各事業年度のうち最も古い事業年度開始の日

から当該終了の日までの期間（事業年度の定め

がない場合には、直前に終了した年以前２年

間）をいいます（措令39の23②）。

(参考) パブリックサポートテストとは、認定特

定非営利活動法人の要件のうち、実績判定

期間における次のⅰの金額のうちにⅱの金

額の占める割合が３分の１（平成15年４月

１日から平成18年３月31日までの間は、５

分の１）以上であることをいいます。

ⅰ 総収入金額から国、地方公共団体又は

国際機関からの補助金、臨時的な収入な

どの次の金額を控除した金額

イ 国、地方公共団体又は国際機関（以

下「国等」といいます。）からの補助金

その他国等が反対給付を受けないで交

付するもの

ロ 委託の対価としての収入で国等から

支払われるもの

ハ 法律又は政令の規定に基づき行われ

る事業でその対価の全部又は一部につ

き、その対価を支払うべき者に代わり

国又は地方公共団体が負担することと

されている場合のその負担部分

ニ 資産の売却による収入で臨時的なも

の

ホ 遺贈（贈与者の死亡により効力を生

ずる贈与を含みます。）により受け入れ

た寄附金等のうち、下記ⅱに規定する

一者当たり基準限度超過額に相当する

部分

ヘ 同一の者から受け入れた寄附金で事

業年度中（事業年度の定めがない場合

には、年間）の合計額が1,000円に満た

ないもの

ト 寄附者の氏名又は名称が明らかでな

い寄附金

ⅱ 受け入れた寄附金の額の総額（以下

「受入寄附金総額」といいます。）から一

者当たり基準限度超過額（同一の者から

の寄附金の額の合計額のうち受入寄附金

総額の５％を超える部分の金額をいいま

す。以下同じです。）などの次の寄附金の

額の合計額を控除した金額

イ 受け入れた寄附金のうち一者当たり

基準限度超過額に相当する部分

ロ 同一の者から受け入れた寄附金で事

業年度中（事業年度の定めがない場合

には、年間）の合計額が1,000円に満た

ないもの

ハ 寄附者の氏名又は名称が明らかでな

い寄附金

② 共益的な活動に係る要件（事業活動のうちに

共益的な活動の占める割合が100分の50未満で

あること）について、次のとおり見直しするこ

ととされました（措令39の23①二、措規22の12

④～⑨）。
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イ 会員等の範囲から、そのＮＰＯ法人の運営

又は業務の執行に関係しない者で、不特定多

数の者を対象とする資産の譲渡等（資産の譲

渡若しくは貸付け又は役務の提供をいいます。

以下同じです。）の相手方であって、当該資

産の譲渡等以外の当該ＮＰＯ法人の活動に関

係しないもの（単なる顧客）を除外する。

ロ ＮＰＯ法人等の運営又は活動に関する連絡、

助言又は援助の活動を行うことを主たる目的

とするＮＰＯ法人（いわゆるネットワーク型

ＮＰＯ法人）の会員等に対する助成事業のう

ち、特定公益増進法人又は認定ＮＰＯ法人が

参加する事業を共益的活動の範囲から除外す

る。

ハ 共益的活動の割合を実績判定期間により算

定する。

③ 運営組織、経理及び事業活動に関する要件に

ついて、次のとおり見直しすることとされまし

た（措令39の23①三、措規22の12⑩）。

イ 役員及び社員の親族に係る要件について、

親族の範囲を配偶者及び三親等以内の親族に

限定する。

ロ 事業費総額のうちに特定非営利活動に係る

事業費の額の占める割合に関する要件（100

分の80以上であること）について、実績判定

期間により算定する。

ハ 受入寄附金総額の100分の70以上を特定非

営利活動に係る事業費に充当する要件につい

て、実績判定期間により算定する。

ニ 助成金の支給を行う場合には、事前に助成

内容等を記載した書類を、事後遅滞なく助成

実績を記載した書類を国税庁長官に提出する

要件について、事前の提出を廃止する。

⑵ 認定ＮＰＯ法人の申請書の添付書類及び各事

業年度の報告書類の簡素化

認定ＮＰＯ法人の申請書の添付書類及び各事業

年度の報告書類について、次のとおり簡素化され

ました（措令39の23④、措規22の12 ）。

① 申請書の添付書類について、既に国税庁長官

に提出しているもののうち、その記載した事項

に変更のないものは提出を要しない。

② 認定ＮＰＯ法人の各事業年度の報告書類につ

いて、会員の資格要件等会員制度に関する事項、

寄附金の募集に関する事項及び受け入れた寄附

金の使途の実績に関する事項を報告対象から除

外する。

３ 適用関係

上記２の改正は、法人が平成17年４月１日以後

に行う認定の申請又は国税庁長官が同日以後に行

う認定の取消しについて適用し、法人が同日前に

行った認定の申請又は国税庁長官が同日前に行っ

た認定の取消しについては、なお従前の例による

こととされています（改正措令附則23、改正措規

附則11）。

五 欠損金の繰戻しによる還付の不適用

１ 改正前の制度の概要

この制度は、法人の平成４年４月１日から平成

18年３月31日までの間に終了する各事業年度にお

いて生じた欠損金額（解散、営業の全部譲渡など

の一定の事実が生じた日前１年以内に終了した事

業年度又は同日の属する事業年度の欠損金額及び

産業活力再生特別措置法の事業再構築計画等に基

づく設備廃棄等欠損金額は除かれます。）につい

ては、法人税法に定める欠損金の繰戻し還付の措

置を適用しないというものです（措法66の12、68

の98）。

ただし、中小企業者の次の各事業年度に生じた

欠損金額については、この措置の対象から除外さ

れており、繰戻し還付を適用することができます。

⑴ 中小企業者（措法42の４⑦）に該当する法人

の設立の日を含む事業年度の翌事業年度から当

該事業年度開始の日以後５年を経過する日を含
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む事業年度までの各事業年度

⑵ 中小企業経営革新支援法の承認経営革新計画

に従って経営革新のための事業を行う一定の同

法の中小企業者又は沖縄振興特別措置法の規定

により読み替えて適用される中小企業経営革新

支援法の規定による承認経営革新計画に従って

経営革新のための事業を行う沖縄の特定中小企

業者の中小企業経営革新支援法の施行の日（平

成11年７月２日）から平成18年３月31日までの

間に終了する各事業年度

２ 改正の内容

⑴ 適用除外措置の対象の見直し

中小企業経営革新支援法の承認経営革新計画に

従って経営革新のための事業を行う中小企業者に

係る措置及び沖縄振興特別措置法の承認経営革新

計画に従って経営革新のための事業を行う特定中

小企業者に係る措置（上記１の⑵）が適用除外措

置の対象から除外されました（旧措法66の12①

二）。

⑵ 適用期限の延長

産業活力再生特別措置法の事業再構築計画等に

基づく設備廃棄等欠損金額に係る適用除外措置の

適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されま

した（措法66の12②）。

３ 適用関係

上記２⑴の改正は、中小企業者又は特定中小企

業者の中小企業経営革新支援法の一部を改正する

法律（平成17年法律第30号）の施行の日（平成17

年４月13日）前に終了した事業年度において生じ

た欠損金額については、なお従前の例によること

とされています（改正法附則39）。

六 特定の医療法人の法人税率の特例

１ 改正前の制度の概要

この制度は、財団又は持分の定めのない社団た

る医療法人のうち、その事業が医療の普及及び向

上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく

寄与し、かつ、公的に運営されていることにつき

一定の要件を満たすものとして国税庁長官の承認

を受けたものについては、法人税率を22％とする

というものです（措法67の２）。

なお、連結納税制度の場合についても同様の措

置が講じられていますが、法人税率は23％となっ

ています（措法68の100）。

２ 改正の内容

社会保険診療報酬の収入割合に関する要件（全

収入金額のうちに社会保険診療報酬の合計額の占

める割合が80％超であること）について、健康増

進法に基づく健康増進事業（健康審査に係るもの

に限ります。）による収入金額（当該収入金額が

社会保険診療報酬と同一の基準によっている場合

に限ります。）を社会保険診療報酬の合計額に含

めることとされました（平17.３.31厚生労働告

181）。連結納税制度の場合についても同様です。

３ 適用関係

上記２の改正は、平成17年４月１日から適用す

ることとされています（平17.３.31厚生労働告

181前文）。連結納税制度の場合についても同様で

す。
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七 農業生産法人の肉用牛の売却に係る所得の課税の特例

１ 改正前の制度の概要

この制度は、農業生産法人が、その飼育した肉

用牛を家畜市場、中央卸売市場等において売却し

た場合等において、その売却した肉用牛のうちに

免税対象飼育牛があるときは、その売却による利

益相当額を損金の額に算入することができるとい

うものです（措法67の３）。

なお、連結納税制度の場合についても同様の措

置が講じられています（措法67の101）。

２ 改正の内容

制度の適用期限が平成21年３月31日まで３年延

長されました（措法67の３①）。

連結納税制度の場合についても、同様の改正が

行われています（措法68の101①）。

民法上の組合契約等による組合事業に係る損失がある場合の

課税の特例［創設］

１ 制度創設の趣旨

近年、組合契約に基づいて行った事業から生じ

る損失を利用した租税回避行為が顕在化していま

す。典型的なスキームとしては、組合員からの少

額の出資と多額の借入金を原資として購入した高

額な減価償却資産を他の者に貸し付ける事業を営

み、減価償却費や借入金利息を計上することによ

って創出した組合損失を組合員に帰属させ、組合

員の他の所得と通算して税負担の軽減（課税の繰

延べ）を図る場合があります。このようなスキー

ムに参加する組合員は、一般にその組合事業につ

いての専門的知識や経験に乏しいばかりでなく、

組合事業への関与もほとんどありません。これら

の組合員は税務上のメリットを享受することを主

たる目的として出資をしており、その出資の意味

するところは節税商品の購入というのが実態であ

るといえます。このような行為は、課税の公平を

害し、経済的にも資源の効率的配分を歪め社会的

不利益をもたらすことになると考えられます。

また、平成16年11月に公表された税制調査会の

「平成17年度の税制改正に関する答申」において

も、「今日、法人形態に限らず、多様な形態によ

る事業・投資活動が行われるようになっているが、

こうした中で、組合事業から生じる損失を利用し

て節税を図る動きが顕在化している。このような

租税回避行為を防止するため、適切な対応措置を

講じる必要がある。」との指摘がなされています。

こうした指摘等を踏まえ、民法組合、匿名組合

等の一定の法人組合員の組合損失額を損金の額に

算入しない課税の特例として本制度が創設されま

した。

２ 制度の概要

この制度は、組合契約を締結している法人組合

員のうち特定組合員に該当するものが、

① その組合契約に係る組合事業について債務を

弁済する責任の限度が実質的に組合財産の価額

とされている場合等には、その法人の組合損失

額のうちその組合事業に係る出資の価額を基礎

として計算した金額（以下「調整出資金額」と

いいます。）を超える部分の金額に相当する金

額（以下「組合損失超過額」といいます。）を

その事業年度の所得の金額の計算上、損金の額

に算入しないこととし、

② その組合事業が実質的に欠損とならないと見

込まれるものである場合には、組合損失額に相

当する金額の全額をその事業年度の所得の金額

の計算上、損金の額に算入しないこととする

というものです（措法67の12①）。
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①のように組合債務を弁済する責任の限度が実

質的に組合財産の価額とされている場合には、組

合財産の価額を超えて債務を弁済する責任が生じ

ないため、組合債務を弁済する責任の限度が実質

的に有限責任になっているものと認められます。

このような場合には、実質的に債務を弁済する責

任の範囲内においてのみ組合損失の計上を認める

べきであると考えられることから、組合損失超過

額をその事業年度の所得の金額の計算上、損金の

額に算入しないこととしています。また、②のよ

うに例えば、損失補てん等契約（下記３⑵②参

照）を締結する等により組合事業が実質的に欠損

とならないような場合には、債務を弁済する責任

が実質的に何ら生じないこととなるため、組合損

失額の全額に相当する金額を損金の額に算入しな

いこととしています。

損金不算入とされた組合損失額は組合損失超過

合計額として翌期以後の事業年度に繰り越され

（措法67の12①、③四）、その繰り越された事業

年度以後の事業年度で生じた組合利益額を限度と

して損金算入されることになります（措法67の12

②、下記３⑺参照）。

(注)１ 組合員とは、組合契約を締結している者を

意味し、外国においてその組合契約に類する

契約を締結している者（措令39の31①）を含

み、その組合契約が匿名組合契約等である場

合には、匿名組合契約等に基づいて出資をす

る者及びその者のその匿名組合契約等に係る

地位の承継をする者とされています（措法67

の12①）。

２ 組合契約とは、民法第667条第１項に規定す

る組合契約及び投資事業有限責任組合契約に

関する法律（以下「投資事業有限責任組合契

約法」といいます。）第３条第１項に規定する

投資事業有限責任組合契約並びに外国におけ

るこれらに類する契約並びに匿名組合契約等

をいいます（措法67の12③一）。この外国にお

けるこれらに類する契約には、外国における

有限責任事業組合契約（有限責任事業組合契

約に関する法律第３条第１項に規定する有限

責任事業組合契約をいいます。）に類する契約

を含みます（措令39の31 ）。

３ 匿名組合契約等とは、匿名組合契約（これ

に準ずる契約として当事者の一方が相手方の

事業のために出資をし、相手方がその事業か

ら生ずる利益を分配することを約する契約を

含みます。）及び外国におけるこれに類する契

約をいいます（措法67の12③二、措令39の

31 ）。

４ 組合事業とは、組合契約に基づいて営まれ

る事業（匿名組合契約等にあっては、匿名組

合契約等に基づいて出資を受ける者の事業で

あってその匿名組合契約等の目的であるもの）

をいいます（措法67の12③三）。

３ 制度の内容

⑴ 適用対象法人

本制度の適用対象法人は、特定組合員に該当し、

かつ、次の⑵において組合事業について相応のリ

スクを負っていないと認められる場合として掲げ

られている場合のいずれかの場合に該当する法人

とされています（措法67の12①）。この特定組合

員とは、組合契約に係る組合員のうち組合事業へ

の実質的な関与度合いが低い組合員を意味し、具

体的には、次に掲げる組合員のいずれにも該当し

ない組合員をいいます。

① 組合事業に係る重要な財産の処分若しくは譲

受け又は組合事業に係る多額の借財に関する業

務（以下「重要業務」といいます。）の執行の

決定に関与し、かつ、その重要業務のうち契約

を締結するための交渉その他の重要な部分（以

下「重要執行部分」といいます。）を自ら執行

する組合員（措令39の31②一）

この要件は、重要業務の執行の決定とその執

行に継続的に参加することを求めるものである

ため、法人が組合員となって以降に行われたす

べての重要業務の執行の決定に関与し、かつ、

その重要業務のうちすべての重要執行部分を自

ら執行していることが必要となります。したが

って、既に行われた重要業務の執行の決定（新
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たにその組合契約に係る組合員となった者及び

その組合契約に係る組合員たる地位の承継によ

りその組合契約に係る組合員となった者につい

ては、これらの組合員となった後に行われたも

のに限られます。）に一度でも関与しなかった

場合、又はその重要業務のうち重要執行部分を

一度でも自ら執行しなかった場合にはこの要件

を満たさないことになります。また、組合員と

なって以後重要業務の執行の決定とその重要執

行部分を自ら執行する機会がない場合にも、そ

の機会があるまでの間はこの要件を満たさない

ものとして本条の規定を適用することとされて

います。

なお、業務の執行とは、そもそも、組合事業

の存在を前提とした概念であり、組合契約の締

結や変更、組合の解散といった組合事業の基礎

自体に関する行為は含まれません。また、基本

的には組合として意思決定された方針を具体的

に実行、実現に移すための役務の提供行為を指

し、意思決定前に方針案を立案し、これを提供

することや意思決定の過程に参画すること自体

は、これに該当しません。

② その組合員（匿名組合契約等を締結している

組合員は除きます。）のすべてが組合契約が効

力を生ずる時から組合契約に定める計算期間

（以下「計算期間」といいます。）で既に終了

したもののうち最も新しいものの終了の時まで

組合事業と同種の事業（その組合事業自体は除

かれます。）を主要な事業として営んでいる場

合におけるこれらの組合員（措令39の31②二）

(注) 計算期間には、これに類する期間を含むも

のとし、これらの期間が１年を超える場合は

その期間をその開始の日以後１年ごとに区分

した各期間（最後に１年未満の期間が生じた

ときは、その１年未満の期間）とすることと

されています。

なお、組合契約が効力を生じた後に新たにそ

の組合契約に係る組合員となった者及びその組

合契約に係る組合員たる地位の承継によりその

組合契約に係る組合員となった者については、

これらの組合員となった時から上記②の要件の

適否を判定することになります。

さらに、次の場合には次に掲げる組合員のみ

が上記②の要件の適否の判定対象となる組合員

となります。

イ 組合員のいずれかに組合事業に係る業務の

執行の委任をしている場合にあってはその委

任を受けた組合員（組合契約においていわゆ

る業務執行組合員が置かれている場合の業務

執行組合員）

ロ 投資事業有限責任組合契約法第３条第１項

に規定する投資事業有限責任組合契約の場合

にあっては無限責任組合員

上記①のように組合員が継続的に重要業務の執

行の決定に関与し、かつ、自ら重要執行部分を執

行している場合には、明らかに組合事業に対する

実質的な関与度合いが高いと考えられます。また、

上記②のように自己が主要な事業として営む事業

と同種の事業について組合契約による共同事業

（ジョイントベンチャー）を行う場合には、組合

契約の目的とする事業についての専門的知識やノ

ウハウを有し組合事業の経営を積極的に行う組合

員でその共同事業が構成されると考えられるため、

①と同様に組合事業に対する実質的な関与度合い

が高いとみなすことが可能と考えられます。この

ように①又は②の要件に該当する組合員は、組合

契約が共同で事業を行うことを目的として営まれ

るものであるという本来の姿に合致するものであ

り、出資を行うのみで組合事業の重要な部分に関

与しない投資家的組合員とは区別されるべきであ

ると考えられるため、特定組合員から除くことと

されています。

なお、匿名組合契約における匿名組合員は、法

律上組合事業の業務執行を行うことが禁じられて

おり（商542、156）おのずと特定組合員に該当す

ることになります。また、投資事業有限責任組合

契約における有限責任組合員についても、法律上

業務執行を行うことが予定されていないことから

（投資事業有限責任組合契約法７①）、同様に特

定組合員に該当することとなります。
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⑵ 組合事業について相応のリスクを負っていな

いと認められる場合

次の①から⑥までのいずれかに該当する場合に

は、その組合員は組合事業について相応のリスク

を負っていないと認められる場合に該当すること

になります（措法67の12①、措令39の31③）。

① 組合事業に係る債務（以下「組合債務」とい

います。）の額のうちに占める責任限定特約債

務（組合債務のいずれかにつきその弁済の責任

が、特定の組合財産に限定されている場合、組

合財産の価額が限度とされている場合その他こ

れらに類する場合におけるその債務をいいます。

以下同じ。）の額の割合、組合事業の形態、組

合財産の種類、組合債務の弁済に関する契約の

内容その他の状況からみて、組合債務を弁済す

る責任が実質的に組合財産となるべき資産に限

定され、又はその価額が限度とされていると認

められる場合（措令39の31③一）。

本制度は、２で述べたように、組合契約につ

いて、特定組合員に対する組合損失の計上をそ

の実質的に債務を弁済する責任の範囲内に限る

ものです。このように税務上の損失の帰属の範

囲を画する際に考慮される責任とは、あくまで

納税義務者の固有財産による責任であり、責任

限定特約債務には、いわゆるノンリコースロー

ンの契約形態により責任財産が組合財産のみに

限定され組合員の固有財産に対する執行が排除

されている組合債務（いわゆる物的有限責任の

組合債務）以外にも、組合員の固有財産に対す

る執行が許容されている組合債務のうち固有財

産を引当てとする責任の限度が組合財産の価額

の範囲とされているものが定義上これに含まれ

ることとされています。

なお、組合債務の額のうちに占める責任限定

特約債務の額の割合がおおむね80％以上である

場合には、その組合事業は上記①の場合に該当

するものとされています（措規22の18の２①）。

ただし、組合債務の額のうちに占める責任限定

特約債務の額の割合がおおむね80％未満となる

場合であっても、組合事業の形態、組合財産の

種類、組合債務の弁済に関する契約の内容その

他の状況による実質的な判定が行われることに

留意する必要があります。

② 組合事業について損失が生じた場合にこれを

補てんすることを約し、又は一定額の収益が得

られなかった場合にこれを補足することを約す

る契約その他これに類する契約（以下「損失補

てん等契約」といいます。）が締結され、かつ、

その損失補てん等契約が履行される場合には、

その組合事業による累積損失額（その組合事業

の各計算期間の損失の額の合計額がその各計算

期間の利益の額（その補てんし、又は補足され

る金額を含みます。）の合計額を超える場合の

その超える部分の金額をいいます。以下同じ。）

がおおむね出資金合計額（各組合員が出資をし

た金銭の額及び金銭以外の資産の価額の合計額

をいいます。以下同じ。）以下の金額となり、

又はその累積損失額がなくなると見込まれると

き（措令39の31③二）。

損失補てん等契約とは、具体的には組合契約

や保険契約等組合契約以外の契約により組合事

業から生じた損失を補てんする場合や組合事業

に係る収入の全部又は一部を保証する場合など

組合事業に係るリスクが相当程度軽減している

場合における当該契約を指し、契約当事者が組

合員同士であるか、組合員と第三者であるか、

第三者同士であるかを問いません。

なお、組合事業について損失補てん等契約が

締結されている場合で、かつ、その損失補てん

等契約が履行される場合に、その履行後の累積

損失額が出資金合計額のおおむね120％に相当

する金額以下となると見込まれるときは、その

組合事業は上記②の場合に該当するものとされ

ています（措規22の18の２②）。

③ その組合員が組合債務を直接に負担するもの

でない場合（措令39の31③三）。

匿名組合契約では、匿名組合員は営業者の債

権者に対し直接責任を負わないことから匿名組

合契約における匿名組合員はこれに該当します。

④ その組合員に係る組合契約又は損益分配割合
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の定めの内容、組合債務（その組合員に帰せら

れるものに限るものとし、組合員持分担保債務

（組合員となる者がその組合契約に基づく出資

を履行するために組合財産に対する自己の持分

その他組合員が有することとなる権利を担保と

して行った借入れに係る債務をいいます。以下

同じ。）を含みます。）の額のうちに占める責任

限定特約債務（その組合員に帰せられるものに

限るものとし、その組合員持分担保債務のうち

責任限定特約債務に相当するものを含みます。）

の額の割合、組合事業の形態、その組合員に帰

せられる組合財産の種類、組合債務の弁済に関

する契約の内容その他の状況からみて、その組

合員が組合債務を弁済する責任が実質的にその

組合員に帰せられる組合財産となるべき資産に

限定され、又はその価額が限度とされていると

認められる場合（措令39の31③四）。

組合員持分担保債務については、契約関係と

しては組合員固有の債務であって組合債務では

ないとしても、これを組合債務に含めて組合債

務の額のうちに占める責任限定特約債務の額の

割合を計算しない場合には、その割合を抑える

ことが可能となり、本制度のせん脱が行われる

こととなる可能性があります。これを踏まえ、

組合員持分担保債務を組合債務と同視して組合

債務の額のうちに占める責任限定特約債務の額

の割合を計算することとされています。

なお、投資事業有限責任組合契約の有限責任

組合員については、法律上その組合債務の弁済

に関する責任が出資の価額を限度とすることと

されていますので（投資事業有限責任組合契約

法９②）、上記④の場合に該当することになり

ます。

また、その組合員に係る組合債務の額のうち

に占める責任限定特約債務の額の割合がおおむ

ね80％以上である場合には、その組合員につき

その組合事業は上記④の場合に該当するものと

されています（措規22の18の２③）。ただし、

組合債務の額のうちに占める責任限定特約債務

の額の割合がおおむね80％未満となる場合であ

っても、その組合員について、組合事業の形態、

組合財産の種類、組合債務の弁済に関する契約

の内容その他の状況による実質的な判定が行わ

れることに留意する必要があります。

⑤ その組合員につき、組合事業に係る損失補て

ん等契約が締結され、かつ、その損失補てん等

契約が履行される場合には、その組合員の組合

事業による組合員累積損失額（その組合事業の

各計算期間の損失の額のうちその組合員に帰せ

られるものの合計額が各計算期間の利益の額の

うちその組合員に帰せられるもの（損失補てん

等契約により補てんし、又は補足される金額を

含みます。）の合計額を超える場合のその超え

る部分の金額をいいます。以下同じ。）がおお

むね出資金額（その組合員が出資をした金銭の

額及び金銭以外の資産の価額の合計額（組合員

持分担保債務の額に相当する金額を除きます。）

をいいます。以下同じ。）以下の金額となり、

又はその組合員累積損失額がなくなると見込ま

れるとき（措令39の31③五）。

なお、その組合員につき、損失補てん等契約

が締結されている場合で、かつ、その損失補て

ん等契約が履行される場合に、その履行後の組

合員累積損失額が出資金額のおおむね120％に

相当する金額以下となると見込まれるときは、

その組合員につき、その組合事業は上記⑤の場

合に該当するものとされています（措規22の18

の２④）。

⑥ ①から⑤までに掲げる場合に準ずる場合（措

令39の31③六）。

上記①から⑥のうち①及び②については、組合

事業全体で判定することとし、④及び⑤について

は、組合員が個別に責任限定特約債務や損失補て

ん等契約を締結している場合も考えられるため、

個々の組合員単位での判定も行うことを明らかに

したものです。また、③の場合に該当するケース

はおのずと④の場合に該当するものと考えられま

すが、適用関係の明確化の観点から③は別建てで

規定されています。
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⑶ 実質的に欠損とならないと見込まれる場合

組合事業の最終的な損益の見込みが実質的に欠

損となっていない場合において、その組合事業の

形態、組合債務の弁済に関する契約、損失補てん

等契約その他の契約の内容その他の状況からみて、

その組合事業が明らかに欠損とならないと見込ま

れるときは、いわば組合員の出資元本が保証され

たのと同様であり、組合事業についてリスクを負

担しているとは言えないため、このような場合に

は組合損失額全額がその事業年度の損金の額に算

入されません（措法67の12①、措令39の31⑦）。

したがって、損失補てん等契約等が履行されて

も欠損の一部分に補てんされない部分があること

が明らかで、かつ、その損失補てん等の対象とな

る状況が一定の蓋然性をもって発生し得るもので

ある場合には、基本的に「明らかに欠損とならな

いと見込まれる」場合には含まれないと考えられ

ます。しかし、損失のほぼ全額に等しい金額が補

てんされるがその欠損のわずかな部分に補てんさ

れないような部分がある場合、具体的には、損失

のうち少額の求償を受ける可能性がある場合や相

対的に発生の蓋然性の低い事由により生ずる損失

が補てんされないこと等のみでは必ずしも租税特

別措置法施行令第39条の31第７項の適用から除外

されることにはならないと考えられます。また、

いわゆる出資法との関係で契約に付されることが

多い出資元本の払戻しを保証するものではない旨

の文言の存在が、同項の規定の適用を免れる事由

に該当し得ないことは言うまでもありません。

⑷ 組合損失額の計算方法

組合損失額とは、法人の組合事業による組合損

金額（その事業年度の所得の金額の計算上損金の

額に算入される金額（欠損金の繰越控除の規定等

を適用しないで計算した場合のその事業年度の損

金算入額に限ります。）のうちその組合事業に帰

せられる部分の金額をいいます。）がその組合事

業による組合益金額（その事業年度の所得の金額

の計算上益金の額に算入される金額（合併及び分

割による資産等の時価による譲渡損益の帰属に関

する規定等を適用しないで計算した場合のその事

業年度の益金算入額に限られます。）のうちその

組合事業に帰せられる部分の金額をいいます。）

を超える場合のその超える部分の金額とされてい

ます（措法67の12①、措令39の31④）。

法人は、自己が組合員となっている組合事業を

含めすべての事業の所得（全体所得）計算を行い

ますが、組合事業については、組合損失額や調整

出資金額等の計算をするために、法人のすべての

事業から組合事業に係る部分を抽出する必要があ

ります。この計算は、全体計算の中から合理的に

算定することになりますが、例えば、連結納税制

度を選択した場合における個別帰属額の算出方法

と同様の方法などによることが適当であると考え

られます。

⑸ 組合損失超過合計額

組合損失超過合計額とは、法人のその事業年度

の直前の事業年度（以下「前事業年度等」といい

ます。）以前の各事業年度における組合損失超過

額のうち、その組合損失超過額につき本制度の適

用により損金不算入とされた事業年度（以下「適

用年度」といいます。）から前事業年度等まで連

続して確定申告書の提出をしている場合（適用年

度が前事業年度等である場合には、その適用年度

の確定申告書の提出をしている場合）におけるそ

の組合損失超過額を、各組合事業ごとに合計した

金額（租税特別措置法第67条の12第２項の規定に

より前事業年度等までの各事業年度の所得の金額

の計算上損金の額に算入された金額がある場合に

は、これらの損金の額に算入された金額を控除し

た金額）をいいます（措法67の12③四）。つまり、

組合損失超過合計額とは、当期前に損金不算入と

された組合損失額で未だ損金算入されていないも

のの合計額ということになります。ただし、無申

告の事業年度以前に生じた組合損失超過額は、損

金算入の対象となる組合損失超過合計額に含まれ

ません。

なお、この組合損失超過合計額には、その法人

が過去に連結法人であったときに同じ組合事業か
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ら生じた連結組合損失超過額が含まれることとさ

れています。ただし、上記と同様に連結確定申告

書の連続提出要件を満たしている場合の連結組合

損失超過額に限られ、前事業年度等までの各連結

事業年度の連結所得の金額の計算上損金の額に算

入された金額は控除されることとされています。

⑹ 調整出資金額

① 調整出資金額の計算方法

本制度の適用により損金不算入となる組合損

失超過額を算定するために組合損失額から控除

される調整出資金額は、次のイ（当初出資及び

追加出資の金額）及びロ（組合事業に係る利益

積立金額又は連結利益積立金額）の合計額から

ハ（出資の払戻し又は利益の分配額）の金額を

減算した金額となります。なお、この調整出資

金額は基本的に組合事業に係る税務上の簿価純

資産価額に相当します（措法67の12①、措令39

の31⑤）。

イ その事業年度にその終了の日が属する組合

損益計算期間（組合損失額又は組合利益額の

計算の基礎となるその組合事業に係る損益が

計算される期間をいいます。以下同じ。）の

うち最も新しいもの（ハにおいて「最終組合

損益計算期間」といいます。）の終了の時ま

でにその組合契約に基づいて出資をした金銭

の額及び金銭以外の資産（以下「現物資産」

といいます。）の価額（その組合契約が匿名

組合契約等以外のものである場合には、その

現物資産に係る次に掲げる金額の合計額）の

合計額（組合員持分担保債務がある場合には

その額に相当する金額を控除した金額とし、

金銭又は現物資産と負債を併せて出資をした

場合にはその負債の額を減算した金額としま

す。）

ⅰ 現物資産の価額にその組合契約に係る他

の組合員のその組合事業に係る組合財産に

対する持分の割合を合計した割合を乗じて

計算した金額

ⅱ 法人の出資の直前の現物資産の帳簿価額

に組合事業に係る組合財産に対するその法

人の持分の割合を乗じて計算した金額

ロ 次に掲げる金額の合計額

ⅰ 法人のその事業年度前の各事業年度にお

ける法人税法第２条第18号イからハまでに

掲げる金額の合計額から同号チに掲げる金

額を減算した金額（その金額のうちに留保

していない金額がある場合には、その留保

していない金額を減算した金額）のうちそ

の組合事業に帰せられるものの合計額

ⅱ 法人のその事業年度前の各連結事業年度

における法人税法第２条第18号の２イ、ロ

及びホに掲げる金額の合計額から同号リに

掲げる金額を減算した金額（その金額のう

ちに留保していない金額がある場合には、

その留保していない金額を減算した金額）

のうちその組合事業に帰せられるものの合

計額

ハ 最終組合損益計算期間終了の時までに組合

事業に係る利益の分配又は出資の払戻し（組

合員持分担保債務に相当する払戻しを除きま

す。以下「分配等」といいます。）として交

付を受けた金銭の額及び現物資産の価額（組

合契約が匿名組合契約等以外のものである場

合には、その現物資産に係る次に掲げる金額

の合計額）の合計額（金銭又は現物資産と負

債を併せて分配等として交付を受けた場合に

は、その負債の額を減算した金額）

ⅰ 現物資産の価額に分配等の直前のその組

合契約に係る他の組合員の組合財産に対す

る持分の割合を合計した割合を乗じて計算

した金額

ⅱ 現物資産のその法人における分配等の直

前の帳簿価額

② 現物資産による出資をした場合又は分配等を

受けた場合の取扱い

民法上の組合契約では組合員が出資した財産

は総組合員の共有（合有）に属すると解されて

います。すなわち、民法上の組合契約に基づき

出資した財産は各組合員からある程度分離した
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財産を形成することになりますが、組合員から

独立した権利義務の帰属主体が出来上がるわけ

ではなく、出資された財産は共有持分として各

組合員に帰属することになります。

そこで税務上は、組合契約に基づき現物出資

をした組合員については、上記の民法上の整理

を踏まえ、その現物資産のうち、他の組合員の

共有持分に帰属することとなる部分については、

部分的に譲渡が行われたと考えるため現物出資

時の価額で、自己の持分に帰属する部分につい

ては譲渡が行われていない部分として帳簿価額

で調整出資金額を計算することとされています。

ところで、現物出資が行われる場合には、負

債も併せて出資の対象となることがありますが、

このようなときは、負債の額を減算することと

されています。

また、現物資産による分配等を受けた場合に

も同様に他の組合員に帰属する部分と自己に帰

属する部分を区別して調整出資金額を計算する

こととされています。

なお、匿名組合契約では、匿名組合員が出資

した財産は営業者に帰属することになるため、

上述のように部分的に譲渡が行われたと認識す

ることはなくすべて現物出資時の価額で調整出

資金額の計算を行うこととされています。

③ 出資の履行又は払戻しに係る組合員持分担保

債務の取扱いについて

上記⑹①イ及びハにおいて、組合員持分担保

債務は上記⑵④で記述しているように本制度の

適用上、組合債務として取り扱われるため、こ

れを出資に含めて調整出資金額を計算すると組

合損失額の損金算入額の上限を引き上げること

になり過度な組合損失の計上による租税回避を

防止しようとする本制度の趣旨に反することと

なります。そこで、組合員持分担保債務に相当

する金額は出資として拠出された金額又は出資

の払戻しとして交付を受けた金額から除いて調

整出資金額を計算することとされています。

⑺ 組合損失超過合計額の損金算入

本制度は、多額の組合損失を利用して過度な課

税繰延べを図ることを防止するために組合損失の

計上を制限する措置であるため、組合損失の計上

を制限された事業年度後の各事業年度においてそ

の組合事業による組合利益額（組合事業による組

合益金額がその組合事業による組合損金額を超え

る場合のその超える部分の金額）が計上される場

合には、その組合利益額を限度として前事業年度

以前から繰り越された組合損失超過合計額を損金

算入することとしています（措法67の12②、措令

39の31⑨)。

なお、この損金算入の規定は、法人が組合利益

額が計上される事業年度の確定申告書等を提出し

ていない場合には適用されません。

(注) 組合損益を資産・負債の側面からみると組合

損失の発生は、組合事業に係る資産の減少ある

いは負債の増加に基因するものであり、組合損

失超過額について損金不算入とすることにより、

組合損失を計上する原因となった資産の減少あ

るいは負債の増加について、その否認に相当す

る処理が行われ、組合事業に係る税務計算上の

簿価純資産額が組合損失超過額に相当する金額

だけ増加することになります。

ところで、この組合損失超過額は、上記のと

おり組合損失超過合計額として組合利益額を限

度に損金算入されることになりますが、このう

ち損金算入されていない部分の金額（組合損失

超過額のうち申告要件を充足しなかったことに

より上記の損金算入の対象とならなかったもの

も含まれます。）を有している状態で組合員でな

くなった場合には、組合損失を計上する原因と

なった資産の減少あるいは負債の増加について、

その否認に相当する処理を戻し入れることとな

るため、その金額は、その組合員でなくなった

事業年度において損金算入されることとなりま

す。
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⑻ 組合員に異動があった場合の取扱い

① 適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格

事後設立による組合員の属性の引継ぎ

法人が新たに組合契約の組合員となった場合

や組合員たる地位の承継により組合員となった

場合には、上記３⑴にあるようにその組合員に

なって以後の状況により特定組合員に該当する

か否かの判定を行います。しかし、法人が適格

合併、適格分割、適格現物出資又は適格事後設

立（以下「適格合併等」といいます。）により

その適格合併等に係る被合併法人、分割法人、

現物出資法人又は事後設立法人（以下「被合併

法人等」といいます。）が締結していた組合契

約に係る組合員たる地位の承継をした場合にそ

の被合併法人等が特定組合員に該当していたと

きは、その法人がその被合併法人等の組合員た

る地位の承継を受けた時から特定組合員に該当

するものとみなして本制度を適用します。なお、

その承継を受けた法人が既にその組合契約に係

る組合員である場合には、その組合事業への関

与度合いにより特定組合員であるか否かの判定

が行われているため、被合併法人等の特定組合

員としての属性を承継しないこととされていま

す（措令39の31 ）。

② 適格合併等により組合員たる地位の承継を受

けた場合の被合併法人等の組合損失超過合計額

の取扱い

法人が適格合併等により被合併法人等が締結

していた組合契約に係る組合員たる地位の承継

を受けた場合には、次のイ及びロに掲げる適格

合併等の区分に応じそれぞれに定める金額は、

その法人の適格合併等の日を含む事業年度開始

の時において有する組合損失超過合計額とみな

すこととされています（措令39の31 ）。

イ 適格合併又は適格分割型分割…適格合併又

は適格分割型分割に係る被合併法人又は分割

法人が適格合併等前事業年度等（適格合併又

は適格分割型分割の日の前日を含む事業年度

又は連結事業年度をいいます。以下同じ。）

の終了の時において有する組合契約に係る組

合事業の組合損失超過合計額

ロ 適格分社型分割、適格現物出資又は適格事

後設立（以下「適格分社型分割等」といいま

す。）…適格分社型分割等に係る分割法人、

現物出資法人又は事後設立法人が適格分社型

分割等前事業年度等（適格分社型分割等の日

を含む事業年度開始の日の前日を含む事業年

度又は連結事業年度をいいます。以下同じ。）

の終了の時において有する組合契約に係る組

合事業の組合損失超過合計額

組合員たる地位の承継が行われた場合には、

その承継に伴い従前の組合員から新たな組合員

へ組合事業に係る資産・負債が移転します。こ

の場合において、従前の組合員が組合損失超過

合計額を有していた場合の取扱いについては、

適格合併等による組合員たる地位の承継である

場合に限り従前の組合員の組合損失超過合計額

をその承継を受けた組合員の組合損失超過合計

額とみなすこととされています。

なお、組合員の地位の承継に係る組合損失超

過合計額について上記の取扱いを認めることは、

その承継を受けた法人の将来の組合利益額との

相殺を認めることになり、無条件にこれを認め

ることとすればこれを奇貨として租税回避目的

の組織再編成が行われることとなりかねないこ

とから、適格合併等であってもその承継を受け

る法人又は被合併法人等が法人税を免れる目的

でその承継をしたと認められる場合は、従前の

組合員の組合損失超過合計額について上記の取

扱いを認めないこととしています（措令39の

31 但書）。

③ 組合員たる地位の承継を受けた場合の調整出

資金額

法人が組合契約に係る組合員からその地位の

承継を受けた場合のその法人の調整出資金額は、

次のイからハまでに掲げる承継の区分に応じそ

れぞれに定める金額とすることとされています。

なお、その法人が承継の直前に既に同じ組合契

約の組合員となっていた場合には、次のイから

ハまでに定める金額にその法人の承継の日を含
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む組合損益計算期間の直前の組合損益計算期間

終了の時の調整出資金額を加算した金額を新た

な調整出資金額とすることとされています（措

令39の31⑥）。

イ 適格合併等による承継以外の承継…承継を

した日を含む組合損益計算期間又は計算期間

の直前の組合損益計算期間又は計算期間終了

の時におけるその組合事業に係る組合会計上

の貸借対照表に計上されている組合資産の帳

簿価額の合計額から組合負債の帳簿価額の合

計額を減算した金額に、その法人が承継を受

けた従前の組合員の持分の割合を乗じて計算

した金額（その法人が承継に併せて従前の組

合員の組合員持分担保債務の移転を受けてい

る場合には、その金額からその組合員持分担

保債務の額を減算した金額）

ロ 適格合併又は適格分割型分割による承継…

適格合併又は適格分割型分割に係る被合併法

人又は分割法人の適格合併等前事業年度等の

終了の時の調整出資金額

適格合併又は適格分割型分割の場合には、

合併又は分割の日の前後で事業年度が区切ら

れるため、その合併又は分割の日の直前の被

合併法人又は分割法人の調整出資金額を合併

法人又は分割承継法人の調整出資金額とする

こととしています。

ハ 適格分社型分割等による承継…適格分社型

分割等に係る分割法人、現物出資法人又は事

後設立法人の適格分社型分割等前事業年度等

の終了の時の調整出資金額（その終了の時に

おける従前の組合員の簿価純資産価額（組合

員持分担保債務がある場合にはこれを減算し

ます。）がその終了の時の調整出資金額と同

額である場合には、その従前の組合員が適格

分社型分割等により移転をしたその組合事業

に係る簿価純資産価額に相当する金額）

⑹①にも記述したとおり調整出資金額は、上

記イにおいて組合員たる地位の承継があったこ

とに伴い新たに組合員になった場合においても、

その時点における調整出資金額をその承継を受

けた法人の調整出資金額とすべきものと考えら

れます。しかしながら、適格合併等以外の場合

に、従前の組合員の調整出資金額を新たな組合

員のものとすることは現実的ではないことから、

上記のイにおいては、組合事業に係る組合会計

上の貸借対照表の簿価純資産価額に対応する金

額を承継を受けた組合員の調整出資金額として

いるものです。

このように計算した調整出資金額は、譲渡等

の対価の額と一致しないことがありますが、本

制度の適用上はあくまでこの調整出資金額を基

礎として損金不算入額の計算を行うことになり

ます。なお、その調整出資金額と譲渡等の対価

の額の差額は投資勘定として留保され、調整出

資金額と投資勘定の合計額が税務上の簿価純資

産価額に一致することになります。

適格合併等による承継の場合には、被合併法

人等の資産等の簿価の引継ぎが行われることか

ら、被合併法人等の調整出資金額を合併法人等

の調整出資金額とすることとしています。ただ

し、適格分社型分割等による承継の場合には、

承継の日において分割法人等の事業年度が区切

られないことから、仮に承継直前の事業年度終

了の日以後承継の日の直前までの間に組合損益

の分配等がある場合には、承継直前の事業年度

終了時の調整出資金額は、承継の日の直前の組

合事業に係る簿価純資産価額と一致しないこと

になります。このため従前の組合員の承継直前

の事業年度終了時の簿価純資産価額がその時の

調整出資金額と同額である場合に限り、適格分

社型分割等の日における移転資産・負債の帳簿

価額によることとし、調整出資金額を税務上の

簿価純資産価額とする調整を図っています。

(注) 組合契約を通じて行われる組合事業は、本

来、組合員である法人自身が行っているもの

と考えられるため、その法人の事業年度の期

間に対応して組合事業の損益を計算すること

が基本となります。ただし、組合損益計算期

間の終了の日の属する事業年度に組合事業の

損益を計上することが認められています。こ

租税特別措置法等（法人税関係の準備金、土地税制、その他特別措置関係）の改正

― 278―



れは実務的には会計処理事務の煩雑さ等を考

慮して便宜上その計算の基礎となる期間を法

人事業年度に対応させて処理を行うことが認

められているものです。

そこで、組合員の地位の承継を受けた法人

が既に同じ組合契約の組合員となっている場

合に、その承継の日の属する組合損益計算期

間がその承継の日の属する事業年度において

終了しないときは、その組合損益計算期間に

対応する事業年度はその承継の日の属する事

業年度の翌事業年度となるため、その法人の

組合損失超過合計額とみなされる金額及び調

整出資金額に加算される金額はその翌事業年

度においてこれらの処理がされることになり

ます。

④ 組合員でなくなった場合の組合損失の損金不

算入規定の適用除外

組合契約に係る組合員である法人が、その組合

契約の終了、脱退、その地位の承継その他の事由

によりその組合契約に係る組合員でなくなった場

合には、その事由が生じた日を含む事業年度のそ

の組合契約に係る組合事業による組合損失額につ

いては、上記２の損金不算入の規定は、適用しな

いこととされています（措令39の31⑧）。

これは本制度が組合契約を利用した過度な課税

繰延べを防止しようとする趣旨で創設された措置

であることに鑑みれば、組合員でなくなった日の

属する最後の組合損益計算期間の組合損益につい

てまで、その損益が帰属する事業年度末において

組合損失超過額を計算し、その事業年度に損金不

算入とする意義に乏しいことなどによるものです。

なお、適格合併等により合併法人、分割承継法

人、被現物出資法人又は被事後設立法人に地位の

承継をしたことにより組合員でなくなった法人に

ついては、その承継が適格合併又は適格分割型分

割である場合には、その適格合併又は適格分割型

分割の日の前日が被合併法人又は分割法人の最終

事業年度の日となるため本制度の損金不算入の規

定の適用があり、組合損失超過額がある場合には

組合損失超過合計額として、合併法人又は分割承

継法人の組合損失超過合計額とみなされることに

なります（上記⑻②参照）。

また、その承継が適格分社型分割等である場合

には、承継を受けた法人のものとみなされる組合

損失超過合計額は、上記⑻②に記述したとおり適

格分社型分割等前事業年度等の終了の時において

有する組合損失超過合計額となります。このため、

適格分社型分割等のあった日の属する事業年度に

帰せられる組合損失額については、本制度の損金

不算入の規定の適用がないことになります。

⑤ 組合員の地位を移転した者の移転後の組合損

失超過合計額の取扱い

組合契約に係る組合員である法人が、他の者に

その組合員たる地位の承継をした場合には、その

法人のその承継の日を含む事業年度後の各事業年

度（その承継が適格分割型分割又は適格分社型分

割等による承継である場合には、その承継の日を

含む事業年度以後の各事業年度）においては、そ

の法人のその承継をしたその組合契約に係る組合

事業の組合損失超過合計額は、ないものとされて

います（措令39の31⑩）。

組合員たる地位を一旦他の者に承継し、承継の

直前まで有していた組合損失超過合計額が他の者

の組合損失超過合計額とみなされた場合には、承

継後において再び同じ組合契約に係る組合員にな

ったとしても、そのみなされた組合損失超過合計

額が再度自己の組合損失超過合計額となることが

ないことについて確認的に規定されているもので

す。

⑥ 組合員間の地位の承継

上記⑻①から⑤までにおける組合員の地位の承

継には、組合契約に係る組合員からその組合契約

に係る他の組合員との間でなされる地位の承継が

含まれることが確認的に規定されています（措令

39の31 、措規22の18の2⑤）。
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⑼ 申告要件等

① 組合損失超過合計額を損金算入する場合の明

細書添付

上記⑺本文において組合損失超過合計額を損

金の額に算入しようとする法人は、その適用を

受ける事業年度の確定申告書等に損金の額に算

入される金額の計算に関する明細書を添付しな

ければなりません（措令39の31 ）。

② 申告時の明細書添付

法人が各事業年度終了の時において特定組合

員に該当する場合には、その法人は、その事業

年度の確定申告書にその組合事業に係る組合損

失額又は組合利益額、組合損失超過額及び組合

損失超過合計額並びに調整出資金額の計算に関

する明細書を添付しなければなりません（措令

39の31 ）。

したがって、法人が特定組合員に該当すると

きは、上記３⑵に掲げる場合に該当せず、組合

損失額の損金算入について制限を受けない事業

年度においても、その確定申告書に明細書を添

付する必要があります。

４ 連結納税制度

連結納税制度の場合についても、上記と同様の

措置が講じられています（措法68の105の２、措

令39の125の２）。

５ 適用関係

上記の制度は、法人の平成17年４月１日（航空

法に規定する航空運送事業に供する航空機の賃貸

に係る組合契約については平成19年４月１日）以

後に締結される組合契約及び平成17年４月１日以

後に組合契約に係る組合員たる地位の承継（適格

合併等に係る被合併法人等が同日前からその組合

契約に係る組合員となっていた場合におけるその

組合員たる地位の適格合併等による承継を除きま

す。）を受ける法人のその承継に係る組合契約に

ついて適用することとされています（改正法附則

40①、53①、改正措令附則１ 、24、32）。

九 有限責任事業組合契約による組合事業に係る損失がある場合

の課税の特例［創設］

１ 制度創設の背景

経済産業省は、組合員全員の有限責任を特徴と

する新たな組合契約の類型として有限責任事業組

合契約の仕組みを創設することを内容とする「有

限責任事業組合契約に関する法律案」を第162回

国会に提出し、同法律案は平成17年４月27日に可

決・成立しました（以下「有限責任事業組合契約

法」といいます。）。

有限責任事業組合契約は、民法上の組合契約の

特例に相当し、法制上、

① 組合財産は組合員の共有（合有）に属する

② 組合員は組合債務に対し直接責任を負う

③ 各組合員が組合の解散請求権を有する

といった組合契約としての特徴が保たれています

（有限責任事業組合契約法15、56）。このような

法制上の特徴に則した有限責任事業組合契約につ

いては、社団性や財団性はなく、法人税法上法人

課税の対象となる人格なき社団等に該当しないこ

ととなります。

また、我が国税制においては、人格なき社団等

を含め、特定目的信託など法人格のない事業体の

一部に法人課税が行われていますが、その背景に

ある収益及び費用の私法上の実質的な帰属主体を

納税義務者とする考え方に照らしても、上記に掲

げた特徴等は、以下の点で有限責任事業組合契約

の組合員に税務上も組合事業の収益及び費用を帰

属させるべき実質が備わっていることを意味する

こととなります。

① 組合事業から生ずる収益が、組合員個々の同

意に基づく損失分配の定めに基づいてその発生

当初から共有持分として組合員に直接帰属する
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こと（団体法理に基づく分配決議があって初め

て組合員に組合収益に係る具体的な権利（利益

分配請求権）が生じるわけではないこと。）。

② 組合員がその固有財産につき組合財産と同順

位で組合債務に対し直接責任を負うこと。

すなわち組合段階で法人課税を行うのではなく、

組合員を直接納税義務者とすることが適当という

こととなります。

このように有限責任事業組合契約については、

いわゆる構成員課税の仕組みが適用されることと

なり、これを前提として平成17年度税制改正にお

いて、有限責任事業組合契約に係る適正な課税関

係を構築する観点から法人組合員が所得金額の計

算上、損金算入できる組合損失額を組合員の調整

出資金額の範囲内に限る課税の特例制度が創設さ

れました（措法67の13）。

なお、有限責任事業組合契約が構成員課税の適

用を受けること、すなわち組合員が納税義務者と

なること自体については、特段の規定は置かれて

いません。有限責任事業組合契約が、先に述べた

とおり法人税法上の人格なき社団等に原則として

該当しない以上、組合収益について組合員が納税

義務を負うという適用関係は法制上おのずと明ら

かであるためです。

(注) 民法上の組合契約においては、組合員は、組

合債務につき組合財産による責任とともにその

固有財産による責任を負うこととされており、

両者の責任の関係は併存的であり、補充性はな

いとされています。すなわち、組合債権者はま

ず組合財産からの弁済を請求することが通常で

あり、かつ、これが信義に適うことと考えられ

るものの、私法上はそうしなければならないと

いう義務はないこととなります。

有限責任事業組合契約の組合員が出資の価額

を限度として組合債務について負うこととされ

る責任（有限責任事業組合契約法15）も、責任

の範囲に出資の価額という上限があるとはいえ、

こうした責任の構造自体は変わりません（私法

上いわゆる物的有限責任とされているわけでは

ありません。）。

もっとも、有限責任事業組合契約については、

① 組合財産の価額算定が容易でない場合には、

組合員の固有財産に対する執行は、その範囲

が不明確であるとして執行が困難となる可能

性があること、

② 法律上組合財産の分別管理義務が課されて

いること（有限責任事業組合契約法20）

等を踏まえると、組合債権者が実際に組合員の

固有財産に直接執行することは、民法上の組合

契約以上に想定しにくい面もあると考えられま

す。また、組合債権者との間に私契約として組

合財産からしか組合債務の弁済を受けない契約

を個別に締結することも可能であり、こうした

運用を行う有限責任事業組合契約が直ちに法人

税法上の人格なき社団等に該当することになる

わけではないと考えられます。

２ 制度創設の趣旨

有限責任事業組合契約を締結している法人組合

員が損金算入できる組合損失額を組合員の調整出

資金額を限度としている趣旨は、以下のとおりで

す。

有限責任事業組合契約を締結している組合員に

ついては、固有財産によって負う組合債務の弁済

の責任の範囲が法的に限定されている以上、会計

上もおのずと組合損失の計上が一定の範囲に限ら

れることが合理的と考えられます。しかし、こう

した会計上の取扱いだけでは、未履行の出資に対

応する部分までを含めた組合損失の計上や前述の

「 民法上の組合契約等による組合事業に係る

損失がある場合の課税の特例」（措法67の12。以

下「民法上の組合契約に係る課税の特例」といい

ます。）の解説３⑵④で述べた組合員持分担保債

務を利用した組合損失の計上は許容される余地が

生じ、その損金算入を利用した租税回避行為が行

われる可能性が残ることとなります。そこで、有

限責任事業組合契約についても、こうした租税回

避行為の防止を図るため、法人組合員の組合損失

の損金算入の範囲を税法上明確にすることとした

ものです。
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ただし、本制度は、民法上の組合契約に係る課

税の特例と比 すれば、

① 有限責任事業組合契約については、組合員の

組合債務に係る責任の限定が事実上のものでは

なく法制的に担保されていることを踏まえ、組

合事業への実質的な関与度合の程度にかかわら

ず、法人組合員が損金算入できる組合損失額は

組合員の調整出資金額が限度とされる、

② 有限責任事業組合契約の組合員においては、

前記「民法上の組合契約に係る課税の特例の解

説」３⑴①で述べた重要業務の執行の決定への

関与及びその重要執行部分の自らによる執行と

いう要件を満たさない場合であり、かつ、損失

補てん等契約等により組合事業が実質的に欠損

とならないことが明らかな場合であっても、法

人組合員の調整出資金額までの組合損失額の損

金算入が認められる

という点に差異があります。

この②の取扱いは、民法上の組合契約において

は、組合員毎に組合事業への実質的な関与度合い

の程度が区々であり業務執行組合員を置くケース

も多いのに対し、有限責任事業組合契約において

は、組合員全員に業務執行を行う義務が課されて

いるなど組合事業への一定の関与が法制上確保さ

れていること等を踏まえたものです。すなわち、

有限責任事業組合契約については、組合員全員の

組合事業への最低限の関与という形で相対的に組

合事業が租税回避に用いられにくい仕組みが法制

上確保されていることから、租税回避行為に対す

る更なる対応の要否は、今後の同契約の締結状況

を見極めた上で判断することとしたものです。

(注) 有限責任事業組合契約については、債権者保

護の要請から、

① 組合に係る重要な財産の処分及び譲受け並

びに多額の借財といった重要な業務執行の決

定は、原則組合員の全員一致によらなければ

ならないこととするとともに、

② すべての組合員について、業務執行を行う

義務を課すこととされています（有限責任事

業組合契約法12、13）。

なお、この場合における業務執行の概念は

「民法上の組合契約に係る課税の特例の解説」

３⑴①で述べたものと同様と考えられます。

３ 制度の内容

⑴ 組合損失の損金不算入

有限責任事業組合契約を締結している法人組合

員の組合事業による組合損失額が調整出資金額を

超える場合には、その超える部分の金額に相当す

る金額（組合損失超過額）は、その事業年度の所

得の金額の計算上、損金の額に算入しないことと

されています（措法67の13①、措法39の32①）。

⑵ 組合損失超過合計額の損金算入

確定申告書等を提出する法人の各事業年度にお

いて組合事業による組合利益額（組合事業による

組合益金額がその組合事業による組合損金額を超

える場合のその超える部分の金額）が計上される

場合で、その法人が前事業年度以前から繰り越さ

れた組合損失超過合計額（措法67の13③）を有す

る場合には、その組合利益額を限度として組合損

失超過合計額を損金算入することとしています

（措法67の13②、措令39の32⑤）。

なお、組合損失超過合計額のうち有限責任事業

組合契約に係る事業の終了や組合員たる地位の承

継等の事由によりその有限責任事業組合契約の組

合員でなくなる時までに損金算入されていない部

分の金額（組合損失超過額のうち申告要件を充足

しなかったことにより損金算入の対象とならなか

った金額を含みます。）は、それらの事由が生じ

たときに損金算入することになります。

⑶ その他の事項の取扱い

組合損失超過額算出の基礎となる調整出資金額

の計算、組合員の地位を承継した場合の調整出資

金額及びその承継が適格合併等によるものである

場合の組合損失超過合計額の取扱い並びに確定申

告書等に係る明細書の添付要件等の事項等につい

ては、民法上の組合契約に係る課税の特例とほぼ

同様の規定が設けられています（措令39の32②
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～④、⑥～ ）。

４ 連結納税制度

連結納税制度の場合についても、上記３と同様

の措置が講じられています（措法67の105の３、

措令39の125の３）。

５ 適用関係

本制度は、有限責任事業組合契約法の施行の日

以後に締結される有限責任事業組合契約について

適用することとされています（改正法附則40②、

53②、改正措令附則１ ）。

なお、有限責任事業組合契約法の施行期日は、

同法の附則において、同法公布の日（平成17年５

月６日）から起算して６ヶ月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行することとされて

います（有限責任事業組合契約法附則１）。

十 中小企業者等に対する同族会社の特別税率の不適用

１ 改正前の制度の概要

この制度は、青色申告書を提出する同族会社で

次に掲げるもののそれぞれ次に定める事業年度に

ついては、同族会社の特別税率（法法67：同族会

社の留保金課税）を適用しないというものです

（措法68の２）。

⑴ 新事業創出促進法第２条第３項に規定する中

小企業者に該当する同族会社 当該同族会社の

設立の日を含む事業年度から当該設立の日以後

10年を経過する日を含む事業年度までの各事業

年度（平成12年４月１日から平成18年３月31日

までの間に開始する各事業年度に限ります。）

⑵ 新事業創出促進法第11条の３第２項に規定す

る認定事業者に該当する同族会社 事業年度終

了の時において認定計画に従って新事業分野開

拓のための事業を実施している場合における当

該事業年度（平成18年３月31日までに開始する

各事業年度に限ります。）

⑶ 中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨

時措置法（以下「中小創造法」といいます。）

第２条第１項に規定する中小企業者に該当する

同族会社で前事業年度の試験研究費の額及び開

発費の額の合計額の収入金額に対する割合が３

％を超えるもの 当該事業年度（平成14年４月

１日から平成17年４月13日までの間に開始する

各事業年度に限ります。）

⑷ 各事業年度終了の時における資本又は出資の

金額が１億円以下の同族会社で前事業年度終了

の時における自己資本比率が50％以下であるも

の 当該事業年度（平成15年４月１日から平成

18年３月31日までの間に開始する各事業年度に

限ります。）

(注) この制度における自己資本比率とは、総資

産の額に占める自己資本の額の割合をいい、

自己資本の額には、同族株主等からの借入金

の額を含みます。

なお、連結納税制度の場合についても、上記

⑴から⑷までと同様の措置が講じられています

（措法68の109）。

２ 改正の内容

中小企業経営革新支援法の一部を改正する法律

（平成17年法律第30号）の施行に伴い、次のとお

り適用対象の見直しが行われました（措法68の２

①、措令39の34の２）。

⑴ 措置の除外

① 新事業創出促進法の中小企業者に該当する同

族会社で設立後10年未満のものに係る措置（上

記１の⑴）

② 新事業創出促進法の認定事業者に該当する同

族会社で認定計画を受けたものに係る措置（上

記１の⑵）

③ 中小創造法の中小企業者に該当する同族会社

で前事業年度の試験研究費及び開発費の収入金
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額に対する割合が３％超のものに係る措置（上

記１の⑶）

⑵ 措置の追加

① 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法

律の中小企業者に該当する同族会社の設立の日

を含む事業年度から当該設立の日以後10年を経

過する日を含む事業年度までの各事業年度（平

成12年４月１日から平成18年３月31日までの間

に開始する各事業年度に限ります。）

② 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法

律の承認を受けた中小企業者に該当する同族会

社の事業年度終了の時において承認経営革新計

画に従って経営革新のための事業を実施してい

る場合における当該事業年度（平成18年３月31

日までに開始する各事業年度に限ります。）

本制度の適用を受けるためには、確定申告書に

一定の書類を添付しなければならないこととされ

ています（措法68の２②）が、資本金１億円以下

の同族会社で自己資本比率が50％以下であるもの

に係る措置（上記１の⑷）の適用にあたっては、

自己資本比率の割合に関する明細書を添付する旨

の規定の整備が行われており（措法68の２②、旧

措規22の20四）、具体的には、法人税申告書別表

三㈠に「前期末の自己資本比率の計算」の欄が追

加されています。

なお、連結納税制度の場合についても、上記⑴

及び⑵と同様の改正が行われています（措法68の

109、措令39の128、旧措規22の80四）。

３ 適用関係

上記２⑴及び⑵の改正は、同族会社の中小企業

経営革新支援法の一部を改正する法律の施行の日

（平成17年４月13日）以後に開始する事業年度分

の法人税について適用し、同族会社の同日前に開

始した事業年度分の法人税については、なお従前

の例によることとされています（改正法附則43

①）。連結納税制度の場合も同様です（改正法附

則54①）。

十一 退職年金等積立金に対する法人税（特別法人税）の

課税の停止措置

１ 改正前の制度の概要

この制度は、退職年金業務等を行う内国法人及

び外国法人の平成11年４月１日から平成17年３月

31日までの間に開始する各事業年度の退職年金等

積立金については、法人税法の規定にかかわらず、

退職年金等積立金に対する法人税を課さないとい

うものです(措法68の４)。

２ 改正の内容

制度の適用期限（課税の停止期間）が平成20年

３月31日まで３年延長されました（措法68の４）。

十二 適格退職年金契約に係る退職年金等積立金の

額の計算の特例

１ 改正前の制度の概要

適格退職年金契約に係る信託、生命保険又は生

命共済の業務を行う法人が特例適格退職年金契約

を締結している場合における退職年金等積立金額

については、厚生年金基金を補完・代替するもの

として特例的に厚生年金基金契約の場合に準じた

非課税枠(厚生年金基金水準相当給付に必要な部
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分)が設けられています(措法68の５①)。

なお、適格退職年金契約とは、退職年金に関す

る信託、生命保険又は生命共済の契約(原則とし

て平成14年４月１日前に締結されたものに限りま

す。)で、その契約に係る掛金又は保険料及び給付

の額が適正な年金数理に基づいて算定されている

ことなど一定の要件を備えたものをいい(法法附

則20③)、特例適格退職年金契約とは、適格退職

年金契約のうち、年金としての実質が相当程度確

保されており、かつ、厚生年金基金では対応しが

たい、使用人数が少数である事業主等に係る契約

をいい、具体的な要件は政令に定められています

(措令39の36④）。

２ 改正の内容

厚生年金基金が支給する老齢年金給付の努力目

標水準の代行給付部分に対する割合及び代行給付

に係る免除保険料率が改正されたこと並びに厚生

年金保険について平成15年４月１日から総報酬制

が導入されていることに伴い、特例適格退職年金

契約に係る退職年金等積立金額から控除される厚

生年金基金水準相当掛金額について所要の整備が

行われました(措令39の36 三、措規22の21⑦⑧)。

３ 適用関係

上記の改正は平成17年４月１日から施行するこ

ととされています(改正措令附則１)。

なお、特別法人税は課税停止中のため、経過

措置に関する規定は設けられていません。
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